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 資料の取り扱いについて 

本資料より転写・複製する場合は、国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機

構の許可を得て下さい。 



開催趣旨 

 

  

近年の為替と穀物等の国際相場の変動によって、輸入飼料依存が高いわが国の畜

産農家においてはその経営を不安定にする要因が増大している。このような状況下

では、飼料作物新品種や新たな栽培利用法を活用して低コストで自給飼料を増産す

ることによって飼料自給率を向上させることが安定経営のために重要である。そこ

で、本年度の自給飼料利用研究会では、農研機構や都道府県等の公的機関で開発さ

れた、既存の飼料畑や水田を 大限に活用して効率的に自給飼料を増産するための

新技術などを紹介し、知識の向上と普及を図る。 

 

 

主 催 

 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 畜産研究部門 

 

日 時 

 平成２８年１２月５日（月）１０：３０～１７：００ 

平成２８年１２月６日（火） ９：００～１１：４５ 

 

場 所 

 滝野川会館（東京都北区西ヶ原 1-23-3） 

 

参集範囲 

  農林水産省、独立行政法人、国立研究開発法人、都道府県、大学、団体、 
民間等の関係者 

 

  



次 第 

 

 

第１日目 １２月５日（月） 

開 会                                      10:30  

 

挨  拶                                   10:30-10:40 

農研機構 畜産研究部門長 島田和宏 

 

基調講演            （座長：農研機構 畜産研究部門 畜産飼料作研究監 大同久明) 

飼料自給率向上の課題と展望                        10:40-11:20 

      酪農学園大学 荒木和秋      

 

行政報告           （座長：農研機構 畜産研究部門 畜産飼料作研究監 大同久明） 

行政としての自給飼料生産支援施策について                              11:20-12:00 

   農林水産省生産局畜産部飼料課 太鼓矢修一       

  

昼食休憩                              12:00-13:00 

 

研究・技術・事例紹介   （座長：農研機構 畜産研究部門 飼養管理技術研究領域長 鈴木一好）

高消化性スーダン型ソルガム「涼風」の栽培と収穫・調製法          13:00-13:40 

長野県畜産試験場 浅井貴之       

   

寒冷地における二毛作とイタリアンライグラス新品種「クワトロ TK-5」     13:40-14:20 

農研機構 東北農業研究センター 久保田明人          

  

暖地・温暖地の作付体系と多毛作への取り組み                14:20-15:00 

農研機構 九州沖縄農業研究センター 加藤直樹         

 

休憩                                15:00-15:20 

  

不耕起対応トウモロコシ高速播種機の改良と現地試験事例                     15:20-16:00 

      農研機構 農業技術革新工学研究センター 松尾守展        

  

総合討議                （座長：農研機構 畜産研究部門 飼料連携調整役 上山泰史）           

16:00-17:00 

 

 



 

第２日目 １２月６日（火） 

研究・技術・事例紹介      （座長：農研機構 畜産研究部門 飼料調製ユニット長 野中和久）  

近の飼料作物の栄養評価に関する研究の動向                                9:00- 9:40 

      農研機構 畜産研究部門 永西 修       

 

高糖分 WCS 用稲品種向け添加剤「畜草 2号」の開発                            9:40-10:10 

農研機構 畜産研究部門 遠野雅徳       

 

休憩                                10:10-10:25 

 

「畜草 2号」の添加効果と今後の展望                                       10:25-11:05 

広島県立総合技術研究所畜産技術センター 河野幸雄       

 

「高糖分 WCS 用稲品種を活用した微細断収穫・調製体系」                     11:05-11:45 

       農研機構 西日本農業研究センター 高橋仁康          

  

閉会 
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平成28年度自給飼料利用研究会

飼料をめぐる情勢と自給飼料生産

支援施策について

平成28年12月５日

畜種別の経営と飼料

粗飼料と濃厚飼料の割合（ＴＤＮベース） 経営コストに占める飼料費の割合

２６年度供給量

23,549千TDNトン

濃厚飼料
（18,589）

粗飼料
（4，960）

畜種別の構成（26年度）
（ＴＤＮベース）

＜酪農＞

北海道

都府県

濃厚飼料粗飼料

＜肉用牛＞

繁殖

肉専用種肥育

＜養豚・養鶏＞

５４．６％ ４５．４％

３５．７％ ６４．３％

６０．３％ ３９．７％

８．０％

１２．９％

１００％

乳用おす肥育 ９２．０％

８７．１％

粗飼料 ： 乾草、サイレージ、稲わら等

濃厚飼料 ： とうもろこし、大豆油かす、こうりゃん、大麦等

注：ＴＤＮ（Total  Digestible Nutrients）：家畜が消化できる養分の総量。
カロリーに近い概念。 １ＴＤＮｋｇ≒４．４１Ｍｃａｌ

○ 我が国の畜産における飼料供給は、主に国産でまかなわれている粗飼料が２１％、輸入に依存している濃厚飼料が７９％の
割合（TDNトンベース）となっている。

○ 飼料費が畜産経営コストに占める割合は高く、粗飼料の給与が多い牛では４～５割、濃厚飼料中心の豚・鶏では６～７割。

21%

79%

資料：平成26年度畜産物生産費調査および平成26年営農類型別経営統計
注：繁殖牛（子牛生産）は子牛１頭当たり、肥育牛および肥育豚は１頭当たり

生乳は生乳１００ｋｇ（乳脂肪分３．５％換算乳量）当たり
養鶏は１経営体当たり

４３％

４８％

６６％

６６％ﾌﾞﾛｲﾗｰ経営

６９％採卵経営

（平成26年度畜産物生産費調査より試算）

交雑種肥育
９１．２％８．８％

１

３９％繁殖牛
（子牛生産）

肥育牛

生 乳

肥育豚

養鶏

-別1-



○ 全国の飼料作物作付面積及び収穫量の推移

○ 近年は農家の高齢化による労働力不足等により、作付面積
は平成19年まで減少傾向で推移。

○ 平成18年秋からの配合飼料価格の高騰を踏まえ、関係者が
一体となり、飼料増産に取り組んだ結果、飼料用米や稲発酵
粗飼料の作付拡大などから、飼料作物の作付面積が拡大。
平成27年の作付面積は、飼料用米の作付面積が拡大したこ

と等により、前年に比べ6%増加。

○ 平成27年産牧草の10aあたり収量は3,540kgで、前年に比べ
4%上回った。これは、北海道等において概ね天候に恵まれ生
育が順調であったこと等による。

○ 10a当たり収穫量の推移

２

国産飼料の生産動向

資料：農林水産省「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」を基に飼料課で推計。

○ 飼料作物作付面積の内訳（平成27年）

資料：「耕地及び作付面積統計」
注：飼料用米と稲WCSは新規需要米認定面積）

3,550 

(3,420) (3,390) 3,410 

3,540 

3,200

3,400

3,600

3,800

H23 24 25 26 27

（kg） 牧草

5,110 

5,250 

5,180 

5,250  5,220 

5,000

5,100

5,200

5,300

H23 24 25 26 27

（kg） 青刈りとうもろこし

資料：「作物統計」
注：（ ）内の数値は主産県の合計値。

97.52
（100%）

97.52
（100%）

T
D
N

00

ha

飼料自給率の現状と目標

○ 飼料自給率は、近年、微増傾向で推移しており、２７年度（概算）は、全体で２８％、粗飼料が７９％、濃厚飼料が１４％。

○ 農林水産省では、飼料自給率について、粗飼料においては水田での稲WCSや畑地での飼料作物の作付拡大等を中心に、濃厚
飼料においてはエコフィードの利用や飼料用米作付の拡大等により向上を図り、飼料全体で４０％（３７年度）を目標としている。

・飼料自給率（全体）は、近年微増傾向で推移し、27年度は前年度比１ポ
イント増の28％となった。

・粗飼料自給率は、76～78％の間で推移していたが、27年度は飼料作物
の作付面積及び単収の増加により、国産粗飼料の供給量が増加したこ
とから、前年度比１ポイント増の79％となった。

・濃厚飼料自給率は、近年、飼料用米やエコフィードの増加により増加傾
向で推移。27年度は、飼料用米の増加があった一方、他の国産米の飼
料仕向け量が減少したことなどにより、国産濃厚飼料の供給量が前年
度と同程度であったことから、前年度同の14％となった。

平成２２
年度

平成２３
年度

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

（概算）

全 体 25% 26% 26% 26% 27% 28%

粗 飼 料 78% 77% 76% 77% 78% 79%

濃 厚 飼 料 11% 12% 12% 12% 14% 14%

輸入８６％

国産１４％

輸入８０％

国産２０％

濃厚飼料 （２７年度概算） （３７年度目標）

飼料全体 ２８％ ４０％

粗飼料

○乾草
○サイレージ

牧草、

青刈りとうもろこし、
稲発酵粗飼料
（稲WCS）

○放牧利用
○稲わら
○野草（林間地等）

国産

１００％

輸入２１％

国産

７９％

（２７年度概算） （３７年度目標）

（２７年度概算） （３７年度目標）

飼料自給率の現状と目標

近年の飼料自給率の推移

○穀類
（とうもろこし、飼料用米等）

○エコフィード
（パンくず、豆腐粕等）

○糠・粕類
（フスマ、ビートパルプ、

大豆油粕、菜種油粕等）

○その他
（動物性飼料、油脂等）

３

-別2-



○ コントラクター※２、ＴＭＲセンター※３

による飼料生産の効率化
・作業集積や他地域への粗飼料供給等、
生産機能の高度化を推進

国産飼料基盤に
立脚した畜産の確立

飼料全体 ２８％ ４０％

粗飼料 ７９％ １００％

濃厚飼料 １４％ ２０％

○ 飼料増産の推進
①水田の有効活用、耕畜連携の推進

②草地等の生産性向上の推進

③放牧の推進

○ エコフィード※４等の利用拡大
・食品加工残さ、農場残さ等未利用資源

の更なる利用拡大

耕作放棄地放牧

飼料用米の利活用
余剰食品の飼料化 焼酎粕の飼料化

○ 飼料生産技術の向上

・高品質飼料の生産推進

広域流

青刈り
とうもろこし

集約放牧

優良品種の導入

稲発酵粗飼料専用機械

注1 稲発酵粗飼料：稲の実と茎葉を一体的に収穫し発酵させた牛の飼料 注2 コントラクター：飼料作物の収穫作業等の農作業を請け負う組織

注4 エコフィード：食品残さ等を原料として製造された飼料注3 TMRセンター：粗飼料と濃厚飼料を組み合わせた牛の飼料（Total Mixed Ration）を製造し農家に供給する施設

汎用型飼料収穫機

生産増加

稲発酵粗飼料※１

○ 水田や耕作放棄地の有効活用等による飼料生産の増加、食品残さ等未利用資源の利用拡大の推進により、

輸入原料に過度に依存した畜産から国産飼料に立脚した畜産への転換を推進。

国産飼料基盤に立脚した生産への転換

利用拡大
３７年度
（目標）

２７年度
（概算）

飼料自給率

４

飼料収穫作業 ＴＭＲ調製プラント

差別化畜産物の生産

○ 稲発酵粗飼料（稲WCS）は、水田で生産できる良質な粗飼料として、耕種農家・畜産農家の双方にメリットがあり、平成27

年度には作付面積が約3.8万haに達するなど、順調に拡大。

○ 水田活用の直接支払交付金や収穫機械のリース導入に対する支援等により、稲WCSの生産・利用の拡大を推進。

※ 稲WCSとは、稲の穂と茎葉を丸ごと乳酸発酵させた粗飼料（ホールクロップサイレージ：Whole Crop Silage）のことをいう。

○ 稲WCSの作付面積（ｈａ）
メリット 課題

・連作障害がない。

・良好な栄養価を有し、牛の嗜好
性も高い。

・長期保存が可能。

・低コスト栽培技術の導入や多収
品種の開発によるコスト低減。

・安定した供給。

・効率的な保管・流通体制の確立。

・品質の向上・安定化が必要。

■茎葉多収・高糖分の水稲品種の開発

特徴：
・茎葉が多収で籾が少ない
・糖含量が高い
・倒れにくい

栄養価の高い稲WCS用品種「たちあやか（中生）」、「たちすずか（晩生）」
を開発

【27年度補正・28年度】 水田活用の直接支払交付金

戦略作物助成として、8万円／10a を助成。
耕畜連携（資源循環）の取組に対し、1.3万円/10aを助成。

稲発酵粗飼料の生産・利用の拡大

資料：新規需要米の取組計画認定面積 ５

H20 H21 H22 H23

9,089 10,203 15,939 23,086

【28年度】 強い農業づくり交付金

稲WCS等国産粗飼料の調製・保管施設の整備等を支援。
（補助率：１／２以内）

【27年度補正】 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（畜産

農家、飼料生産受託組織等）が稲WCSの収穫に必要な機械のリース

整備や調製・保管施設整備等を支援。 （補助率：１／２以内）

稲WCS（給与年） 305日乳量 乳販売額

クサノホシ+輸入乾草 (H23) 10,070kg/頭 926,440円/頭

たちすずか (H24) 10,739kg/頭 987,988円/頭

差(H24-H23)
対前年比増加率（％）

669kg/頭
6％

61,548円/頭
6％

生産現場における導入事例（広島県）

ホシアオバ たちあやか たちすずか

H24 H25 H26 H27

25,672 26,600 30,929 38,226
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○ 飼料用米の作付面積（ha）

○ 飼料用米は、水田で生産できる濃厚飼料として、とうもろこしとほぼ同等の栄養価を有しており、耕種側の生産要望と畜
産側の需要を背景に、平成27年度には作付面積が約８万haに達するなど、順調に拡大。

○ 耕種側と畜産側とのマッチング活動を推進するとともに、耕種側における水田活用の直接支払交付金による生産助成
やカントリーエレベーターなどの整備、畜産側における飼料用米の利用に必要な機械のリース導入や施設の整備に対す
る支援等により、飼料用米の生産・利用の拡大を推進。

【27年度補正・28年度】 水田活用の直接支払交付金

戦略作物助成として、収量に応じ、5.5～10.5万円/10aを助成。
耕畜連携（わらの飼料利用）の取組に対し、1.3万円/10aを助成。
多収品種の取組に対し、1.2万円/10aの産地交付金を追加配分。

飼料用米の利活用の推進

資料：新規需要米の取組計画認定面積

【28年度】 強い農業づくり交付金

飼料用米の乾燥調製施設や保管・加工施設の整備等を支援。
（補助率：１／２以内）

○ マッチング活動の取組体制

農林水産省（本省・農政局等）

畜
産
農
家

耕
種
農
家

都道府県、県農業再生協議会

地域農業再生協議会①

②③

① 新たに飼料用米の供給を希望する畜産農家の連絡先や希望数

量・価格等の取引条件を聞き取り、需要者情報としてとりまとめ、

産地側（地域再生協・耕種農家等）へ提供

② 地域（再生協）における飼料用米の作付面積や数量を聞き取り、

産地情報として取りまとめ、利用側（畜産農家等）へ提供

③ 各関係機関が連携し、マッチング活動を推進

６

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 H25 H26 H27

1,410 4,123 14,883 33,955 34,525 21,802 33,881 79,766

○適正な農薬使用（籾米のまま給与する場合）

籾米は玄米に比べて農薬の残留濃度が高い
ため、出穂期以降に農薬の散布を行う場合は、
安全が確認されている農薬を使用する必要。

※「飼料用米の生産・給与技術マニュアル」参照

玄米で給与する場合は、稲に適用がある農
薬を適切に使用。

【27年度補正】 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（畜産農

家、飼料生産受託組織等）が飼料用米の保管・加工･給餌等に必要な機

械のリース整備や調製・保管施設整備等を支援。 （補助率：１／２以内）

【28年度】 米活用畜産物等ブランド化推進事業

飼料用米を活用した豚肉、鶏卵等の畜産物のブランド化の取組を支援。
（補助率：定額）

＜参考＞ 水田活用の直接支払交付金による飼料用米生産等への助成

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物 35,000円／10a

WCS用イネ 80,000円／10a

加工用米 20,000円／10a

飼料用米、米粉用米 収量に応じ
55,000～105,000円／10a

二毛作助成
水田における主食用米と戦略作物助成の対象作物、

又は戦略作物助成の対象作物同士の組み合わせによる
二毛作を行う場合、１５,０００円／10aを交付。

飼料用米との
二毛作のパターン（例）

交付単価
（１０a当たり）

飼料用米＋麦 5.5～10.5万円＋1.5万円

飼料用米＋飼料作物 5.5～10.5万円＋1.5万円

耕畜連携助成

産地交付金の追加配分等

・ 多収穫品種の取組に対し、１２,０００円／10a
の産地交付金を地域に追加配分。

・ 国から配分する資金枠の範囲内で、都道府
県、地域農業再生協議会が飼料用米の生産性
向上等の取組に対し、助成単価を設定し、交付
額を上乗せすることが可能。

・ 飼料用米を畜産農家へ供給するとともに、稲
わらを畜産農家へ供給することにより、１３,０００
円／10aを交付。

７
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○ 飼料用米の利活用に際しては、単なる輸入とうもろこしの代替飼料として利用するのみならず、その特徴を活か
して畜産物の高付加価値化を図ろうとする取組が見られる。

○ 国産飼料であることや水田の利活用に有効であること等をアピールしつつ、飼料用米の取組に理解を示す消費
者層等から支持を集めつつある。

やまと豚米らぶ

■ 畜産経営：フリーデン（養豚、神奈川県平塚市 （岩手県大東農場））
■ 飼料用米生産：岩手県一関市（主に大東地区）
■ 畜産物販売者：阪急オアシス（関西）、明治屋・ヨシケイ埼玉（関東）
■ 特 徴：

中山間地域の休耕田で生産する
飼料用米を軸に、水田と養豚を
結びつけた資源循環型システムを
確立。飼料用米を15％配合した
飼料を給与し「やまと豚米らぶ」

として販売。

こめ育ち豚

■ 畜産経営：平田牧場（養豚、山形県酒田市）
■ 飼料用米生産：山形県遊佐町、酒田市

栃木県那須塩原市、宮城県加美町 等
■ 畜産物販売者：生活クラブ生活協同組合 等
■ 特 徴：

産直提携で平成8年から実験
取組を開始。平牧三元豚で10％、
金華豚で15％飼料用米を配合
した飼料を給与。

豊の米卵

■ 畜産経営：鈴木養鶏場（養鶏、大分県日出町）
■ 飼料用米生産：大分県内全域
■ 畜産物販売：地元百貨店、直売所等
■ 特 徴：

飼料用米を20％配合した飼料を給与
し、生産した卵を大分県産の米を活用
した「豊の米卵（とよのこめたまご）」
として販売。

こめたま

■ 畜産経営：トキワ養鶏（養鶏、青森県藤崎町）
■ 飼料用米生産：青森県藤崎町
■ 畜産物販売：地元デパート、直売所、

パルシステム生活協同組合連合会 等
■ 特 徴：

飼料用米を 大68％配合した飼料
を給与し、卵黄が｢レモンイエロー｣
の特徴ある卵（「こめたま」）を販売。
トキワ養鶏のインターネットサイト
でも販売を開始。

とよ こめ たまごまい

【トピックス】 飼料用米を活用した畜産物の高付加価値化に向けた取組

８

草地等の生産性向上について

○ 草地は、善良な管理に努めても雑草の侵入や裸地化により１０年程度で生産性が低下。
○ 一方、近年、規模拡大等により草地管理にかける時間が減少し、草地改良率の低下や難防除雑草※の繁茂が課題。
○ このため、草地難防除雑草駆除対策と草地生産性向上対策において、生産性の高い草地等へ転換する取組を支援。
○ 優良品種の導入、マメ科牧草や簡易更新技術の活用により、草地改良の低コスト化と良質粗飼料の確保が可能。

○草地改良の実施状況

○草地改良の必要性

（北海道農政部調べ）

【28年度】 草地生産性向上対策

地域に適合した牧草やトウモロコシ等の優良品種の導入や、土壌
分析に基づく草地改良を支援

補助率１／３以内（１０万円／ｈａ以内）等

（北海道農政部調べ）

経過年数（年）

20

25

30

35

40

45

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

単収 （トン/ha）

（北海道農政部調べ）

草地
改良

草地改良による
増収が必要

※10年間隔で草地改良を行うモデルを100とした場合の充足率は、
H２年：57％ → H12年：46% → H26年：33%と低下している。

優良品種の導入

○倒伏に強い、耐病性に優れる等の特徴をもった地域に適合した優良
品種を導入することにより、粗飼料の収量や品質が向上。

1番草における倒伏状況

・倒伏に強く、マメ科牧草との
混播適性が高い早生チモシー品種
「なつちから」

○マメ科牧草の活用
ｱﾙﾌｧﾙﾌｧなどのﾏﾒ科牧草の活用

によりﾀﾝﾊﾟｸ質が豊富で良質な粗
飼料を確保。配合飼料給与量の削
減も可能。

○簡易草地更新機(作溝法)の活用
施肥・播種・鎮圧等の草地改良作業

が一工程で完了（省労力・低コスト化）

草地改良の技術

全面耕起 簡易更新
耕起・砕土・整地 5時間51分
施肥・播種・鎮圧 2時間26分

所要時間計 8時間17分 1時間18分

1時間18分

1ha当たり

資料：（独）家畜改良センター宮崎牧場調べ

0
5
10
15
20

ﾁﾓｼｰ ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ

（％）

資料：日本標準飼料成分表(2009版)

粗ﾀﾝﾊﾟｸ質率（乾物）

資料： （地独）北海道立総合研究機構
北見農業試験場

なつちからノサップ

・多収で耐病性に優れる
中生オーチャードグラス品種
「まきばたろう」

資料：
（独）農業・食品
産業技術総合研
究機構
畜産草地研究所

発
病

程
度

(1
:無

ま
た

は
微

～
9:

甚
)

発病程度

まきばたろう

マキバミドリ

1
2
3
4
5

さび病 うどんこ病

２年 １２年 ２２年 ２６年

 牧草作付面積（万ha） A 59.6 57.6 55.4 54.2

 草地改良・整備面積（万ha) B 3.4 2.6 1.6 1.8

 草地改良率(％) B/A 5.7 4.6 2.8 3.3

区　　　　分

【27年度補正】 草地難防除雑草駆除等緊急対策

難防除雑草駆除計画を策定し、その計画に基づく高位生産草地へ
の転換や駆除対策の活用・普及の取組を支援

補助率１／２以内（１７万円／ｈａ以内）等

※難防除雑草とは根茎等での繁殖が旺盛で、除草剤がききにくく、単一の手法での防除が困難な雑草

９
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○ 飼養規模の拡大による自給飼料生産や飼料調製にかかる労働力不足を背景に、自給飼料生産を外部（コントラク
ター）に委託する動きが加速。平成15年の317組織から平成27年には636組織に増加。

○ 高性能機械の活用、専門技術者による作業、農地の利用集積による作業の効率化、低コスト化や適時適正な生
産管理による収穫量（単位あたり収量）の増加、栄養価の改善に貢献。

○ 飼料生産用機械の導入や高度化の取組への支援により、良質な国産粗飼料の生産・利用拡大を推進。

コントラクター組織数の推移、地域別組織数 受託作業

○コントラクターの約８割が飼料収穫作業を受託し、約４割が
堆肥運搬・散布作業を受託。

コントラクターの普及・定着

【27年度補正】畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（飼料生産

組織等）が自給飼料の増産等を図るために必要な施設の整備及び機械

のリース導入等を支援。

（補助率：１／２以内）

【28年度】 強い農業づくり交付金

国産粗飼料や飼料用米の保管・調製・供給施設の整備等を支援。
（補助率：１／２以内）

【28年度】 飼料増産総合対策事業

・ コントラクター等が地域の飼料生産の担い手として機能の高度化を図
るため、国のガイドラインに則し、飼料生産作業の集積等により生産機
能の強化を図る取組を支援。 （補助率：定額、１／２以内）

・ コントラクター等による青刈りとうもろこし、アルファルファ等の栄養価
の高い良質な粗飼料の作付・利用拡大等の取組を支援。

（補助率：定額）

・ コントラクター等の飼料生産技術者の資質向上を図る取組を支援。
（補助率：定額） 10

320
146 116 118 75

105

85 31 3 43

0
100
200
300
400
500

北海道

都府県

組
織
数

注）回答数：522組織（北海道141、都府県381）、複数回答あり

○コントラクターの組織数は、平成27年には636組織に増加。
北海道で３割、九州で２割を占める。

195 96 106
14
18
15

46 141
5

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中四国 九州 沖縄

地域 H15 H20 H25 H27

全国 317 522 581 636

《内訳》

○ 飼養規模の拡大や飼料調製にかかる労働力不足を背景に、近年、飼料調製を外部化する仕組みとしてＴＭＲセン

ターの設立が加速。平成15年の32組織から平成27年には129組織に増加。

○ 成分分析に基づく、良質混合飼料の通年供給により、畜産農家の飼料調製にかかる労働力の軽減や乳量増加が

期待される。また、飼料の生産・調製にかかる高度な知識等が不用となるため、新規就農者の参入も容易。

○ TMRセンターの施設整備等への支援により、労働力不足への対応や国産粗飼料の生産・供給体制の構築を推進。

【28年度】 強い農業づくり交付金

国産粗飼料や飼料用米の保管・調製・供給施設の整備等を支援。
（補助率：１／２以内）

飼料貯蔵施設 撹拌機

ＴＭＲセンターの施設・機械

ＴＭＲ調製プラント

ＴＭＲセンターの普及・定着

11

【27年度補正】畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（飼料生

産受託組織等）が自給飼料の増産や品質の向上等を図るために必要

な機械のリース整備、施設整備等を支援。 （補助率：１／２以内）

ＴＭＲセンター組織数の推移、地域別組織数 供給先農家の経営

○ＴＭＲセンターの９割以上が酪農に供給。都府県では北海道
と比較し、肉用牛に供給するＴＭＲセンターの割合が高い。

箇
所
数

65 11 31
1
4 16

1

北海道 東北 関東 近畿 中四国 九州 沖縄

地域 H15 H20 H25 H27

全国 32 85 110 129

うち北海道 7 35 51 65
46

16 14 8 6

44

2 1
2 1

0
20
40
60
80
100

酪農 肉用牛

(繁殖)

肉用牛

（肥育）

肉用牛

（一貫）

乳肉複合

北海道

都府県

○コントラクターの組織数は、平成27年には129組織に増加。
北海道で約半数を占める。

注）回答数：96箇所（北海道44、都府県52）、複数回答あり

《内訳》

-別6-



①広域流通拠点を設置
飼料を保管・管理

【飼料生産受託組織等】 ②飼料を生産・搬入
【耕種農家】③拠点の飼料を

広域流通・販売
【飼料販売会社】

④飼料を購入
【畜産農家】

Ｂ町

Ａ町

⑤評価結果を伝達
して取組に反映

取組イメージ

畜産農家のメリット 耕種農家のメリット

○近くに耕種農家がいなくても、国

産粗飼料の安定確保が可能

○飼料保管場所が不要

○産地で飼料の生産・管理に取り

組むため、均質な国産飼料を安定

的に取引可能

○近くに畜産農家がいなくても飼

料作物生産による農地の有効活

用が可能

○耕種農家個々での飼料の保管・

管理・運搬・販売事務手続きが不

要

（国産粗飼料増産対策事業のうち粗飼料広域流通モデル確立型 ２２年度予算概算決定額：２，３９９百万円の内数）
○ 粗飼料の利用拡大を図るためには、粗飼料が生産された地域内での利用に加え、広域流通を促進していく必要。

○ このため、国産粗飼料の供給機能の強化や保管・調製・流通施設の整備等を支援し、広域流通拠点を育成。

○飼料作物生産で農地を有効活
用したいが、畜産農家が近くに
いない。

○個人で遠くに運ぶのは難しい。

○飼料の保管場所がない。収穫
した飼料の管理ができない。

A町の畜産農家 B町の耕種農家

○国産粗飼料が欲しいが作り手
が近くにいない。

○保管場所がないので、必要な
時に持ってきて欲しい。

○個別農家間の取引や、初めて
使う飼料は不安。

12

【28年度】強い農業づくり交付金

国産粗飼料の保管・調製・流通施設の整備等を支援。

（補助率：１／２以内）

【27年度補正】畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業

畜産クラスター計画に位置づけられた地域の中心的な経営体（畜産

農家、飼料生産受託組織等）が国産飼料の広域流通を図るために必

要な機械のリース整備や施設整備等を支援。 （補助率：１／２以内）

【28年度】国産粗飼料増産対策事業

コントラクター等が、自給飼料生産が困難な地域への飼料供給機能

の強化（飼料供給用機械のレンタル費、調製用資材費等）を支援。

（補助率：１／２以内）

粗飼料の広域流通の推進

○ 飼料費節減や飼養管理、飼料生産作業の省力化の観点から放牧への取組が有効。
○ 近年、低コストなソーラー電気牧柵等を活用した肉用繁殖牛の耕作放棄地への放牧が増加。
○ 酪農では、放牧地を複数に区分し効率的に牧草を利用する集約的な放牧が一部で実施。
○ この他、ふれあいの場の提供や鳥獣害対策、景観維持等の多様な目的で放牧が行われている。

放牧の様々な取組

ヤギの放牧で里山の視界が良くなり、
有害鳥獣が忌避。（長野県）

地域ぐるみで羊の放牧景観を活用、
観光誘致。（北海道士別市）

公共牧場（鳥取県大山牧場）

＜概況＞
○規模 乳用牛450頭、草地面積 92ha （H26年）

・県内畜産農家から子牛を預か
り、放牧場を利用した育成を実
施。

・その他に放牧場の有する豊かな
緑資源や、放牧風景を来訪者へ
提供。

北海道八雲町Ａ牧場の取組

＜概況＞
○飼養頭数 67頭うち経産牛46頭 草地面積 60ｈａ （H25年）

・平成8年より放牧主体の飼養管
理に転向。
・乳量は減少したが、飼料費や衛
生に要する費用の低減により収益
を確保。

水田放牧（山口県）

・放牧の開始にあたり、地域住民の理解を
得るため、行政が積極的に関与。

・放牧経験牛の貸出制度を創設し牛の導入
経費など初期投資を軽減。

・国の事業、県単事業等を組み合わせて実
施。

・地域住民の理解･協力により、脱柵時など
にスムーズな連絡体制を構築。

放牧の推進

・放牧には、鳥獣被害対策や放牧景観を利用した地域振興等、畜
産物の省力的生産以外も幅広い価値。

＜概況＞
○規模 886頭、草地面積 254.1ha （H26年）

13
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公共牧場の利用状況

○ 経済の高度成長を背景に、急増する畜産需要に対応するために「畜産農家に代わって飼養管理をお手伝いする」、「不足
する草資源を補完する」という両観点から、昭和40～50年代にかけて全国的に公共牧場の整備が進み、昭和55年には、
1,179か所の公共牧場が設置された。

○ 近年の公共牧場数は減少傾向で推移しており、預託頭数の減少による休止や、統廃合による廃止が見られ、平成27年度
は724牧場となっている。

○ 公共牧場の利用頭数は、平成17年度以降減少傾向で推移しており、27年度の利用頭数（夏期：７月１日時点）は、134千頭
となっている。

○公共牧場数、利用頭数及び牧草地面積等の推移

14

昭45 55 平2 7 17 19 20 21 22 23 24 25 26 27

914 1,179 1,146 1,053 915 883 862 842 833 816 761 735 736 724

113 213 214 187 165 147 145 143 146 141 129 133 133 134

乳用牛 69 129 119 120 104 89 83 85 94 94 90 91 91 90

肉用牛 43 84 95 67 61 57 62 59 52 47 39 42 42 44

48 97 108 110 102 95 92 90 91 91 81 85 86 85

46 61 69 35 42 39 38 38 37 41 31 36 37 36

利用頭数（頭）（７月１日時点） 123 181 187 178 180 166 168 170 176 173 169 181 181 185

牧草地面積（ha） 52 83 94 104 111 107 106 107 109 111 106 116 117 117

1ha当たり頭数（頭） 2.35 2.19 1.98 1.70 1.62 1.54 1.58 1.59 1.62 1.56 1.60 1.57 1.55 1.58

１

牧

場

当

た

り

　牧場数

　利用頭数（千頭）（７月１日時点）

　牧草地面積（千ha）

　野草地面積（千ha）

注１：牧場数は、稼働している公共牧場の数であり、休止または廃止している牧場は含まない。
注２：牧草地面積は、採草地や放牧地等の実面積であり、飼料畑面積は含まない。野草地面積は、放牧等に供した野草地及び林地の合計面積。
注３：平成12年度までは都道府県の認定した公共牧場のデータのみを集計。14年度より調査手法を変更。

（単位：％）○公共牧場の地域別の利用率（夏期：７月１日）

%

公共牧場の利用状況

○ 公共牧場の利用率（７月１日現在の「受入頭数／受入可能頭数」）は全国で約８割となっている。

○ また、公共牧場における利用率別の割合は、全国では、利用率90％以上の牧場が約41％、利用率50％未満の牧場が
約28％となっている。地域別では九州沖縄の利用率が高くなっている。

15

○全国の公共牧場における夏期の利用率別の割合

全 国 北海道 東 北 関 東 北 陸 東 海 近 畿 中四国 九州沖縄

利用率 79.9 80.6 72.3 77.3 80.7 92.1 89.9 64.3 96.4 
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公共牧場の新しい取組①

○ 公共牧場における乳用哺育牛の預託は、若齢期の疾病や事故などのリスクが高いことから、預託を敬遠されてきたが、
ここ数年増加傾向にある。

○ 乳用哺育牛を預託する公共牧場は、平成21年に56か所であったが、26年では64か所となっている。これは酪農家が哺育
業務について委託し、乳量の向上や空胎期間の短縮など、搾乳牛の飼養管理に特化することへの要望に応えたものと推察
する。

区　分
乳用哺育牛を飼養

管理する公共牧場数
①

乳用牛を飼養管理
する公共牧場数

②

哺育牛を飼養管理
 する牧場の割合
　　　①／②

平成21年 ５６か所 ３２６か所 １７．２％

平成26年 ６４か所 ２９１か所 ２２．０％

○公共牧場における乳用哺育牛の受入状況

注 ： 乳用哺育牛を飼養管理する牧場数は、６か月齢未満の預託を行う牧場数として推計した。

16

公共牧場の新しい取組②

○ 昭和６１年、肉用牛の放牧を目的として村営牧場「白滝」
をスタート。

牧草放牧地 49ha
受入頭数 55頭

○ 大川村和牛生産組合は、地域内の農家から肉用牛を受
入れ、受託による育成等を行っていたが、肉用牛農家戸数
の減少等により、利用率が低下していた。

○ 大川村和牛生産組合の解散により、平成23年度から、
（株）むらびと本舗（大川村が97％出資の第三セクター）が
事業を承継した。

指定管理者として公共牧場としての機能を維持しつつ、
自ら黒毛和種の一貫経営に取り組んでいる。

繁 殖

肥 育

肉牛生産

＜事例紹介＞ (株)むらびと本舗（高知県）

肉の販売

17
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公共牧場の新しい取組③

18

平成28年6月27日（月）
日本農業新聞より抜粋

未活用資源の飼料としての活用推進

○ 飼料の自給率向上のため、エコフィード（食品残さ利用飼料）を推進。エコフィードの利用量はこれまで着実に増
加。平成27年度（概算）のエコフィード利用数量は114万TDN㌧であり、とうもろこし約142万㌧に相当。

○ 食品残さを排出した食品関連事業者とエコフィード製造事業者等との連携により、エコフィードによって生産され
た畜産物を販売し、リサイクルループを構築する取組も行われている。

○ エコフィードの生産・利用拡大の取組への支援等により、更なるエコフィードの生産・利用拡大を推進。

エコフィードの利用状況
エコフィード利用の取組事例

・ 関東近郊の170件以上の食品事業者において分別管理された食品残さを
飼料化施設（(株)日本フードエコロジーセンター）に保冷車で搬入。

・ 加水、加熱、発酵の処理により、養豚用の発酵リキッド飼料を製造。
・ 単なるリサイクルの推進ではなく、高付加価値の豚肉生産を目的としてお
り、生産した豚をグループ内外で販売するという地域循環畜産の「環」を構
築。

食品関連事業者

畜産農家等
リキッド飼料の生産（選別・破
砕・加水・混合・殺菌・発酵）

食品工場やスーパー等の食品
産業から食品残さを受け入れ

生産された豚肉は、食品残さを
排出した食品産業を中心に販売

タンクローリーで
農家に配送

飼料化業者（(株)日本フード
エコロジーセンター）

分別して専用容器
に封入し、保冷車
で運搬

神奈川県、埼玉県、長野県等
16戸の養豚農家に販売・給与 19

※ ＴＤＮ（Total Digestible Nutrients）：家畜が消化できる養分の総量。カロリーに近い概念。

【28年度】 エコフィード増産対策事業（１．７億円）

・ エコフィード利用畜産物の差別化のための生産技術、流通・販売に係る実証調
査・普及を支援。【補助率：定額】

・ 関係者の連携による食品残さ等の飼料利用体制の構築を支援。【補助率：定額】

・ 活用が進んでいない食品残さ等を原料としたエコフィードの増産を支援。
【増産：３千円/トン、分別の実施：６千円/トン、含水率の削減：１千円/トン、国産飼料作物等との
混合：１千円/トン 等】

48 
59 

73 
84 

87 92 95 97 
103 102 

110 111 114

2.4%

3.7%
4.4% 4.7%

5.3% 5.4%
5.8% 6.0% 6.1%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

0
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20
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40
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70
80
90
100
110
120
130

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（※万TDN㌧）

濃厚飼料全体に占める
エコフィード全体量の割合（右軸）

飼料用とうもろこし約142万㌧
(年間輸入数量の約14％)に相当。

とうもろこし約355億円に相当。
(とうもろこしの単価約25千円／㌧として)
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優秀賞＜㈱松永牧場＞ 島根県益田市 ★肉用牛、酪農

自ら収集・サイレージ化したエコフィードを肉用牛、搾乳牛に給与。エ
コフィードを給与して生産した牛肉を「まつなが牛」としてブランド化し、
近隣スーパー等で販売する他、都内の焼き肉店等にも供給。また、搾
乳牛にも給与することで低コスト酪農を展開。

■原料：おから、焼酎粕、フルーツ、
みかんジュース絞り粕など

■エコフィード配合割合： 乳牛50％、
肥育牛10～40％

■飼料費削減率：20～40％

特別賞＜㈲関紀産業＞ 大阪府泉佐野市 ★養豚

自ら収集した食品残さを自家配合により、リキッドタイプとドライタイプ
２種類のエコフィードを製造。肉質向上の勉強会等の実施により格付け
にとらわれない豚肉生産を行い、「犬鳴豚」としてブランド化に成功。

■原料：パンくず、麺くず、洋菓子、
麦茶粕など

■エコフィード配合割合：99%

■配合飼料をほとんど給与せず、飼料費
を大幅に削減

外食事業者「とんかつまい泉」で発生するパン残さを使用したエコ
フィード「V-Mix」を購入し、中ヨークシャー種に給与。その肉は「とんか
つまい泉」のオリジナルブランド「甘い誘惑」として提供されており、食
品リサイクルループを形成。

優秀賞＜堀江ファーム＞ 千葉県富里市 ★養豚

■原料：米飯類、パンくず、野菜くず、
加工食品、惣菜類など

■エコフィード配合割合： 20～30％
■飼料費削減率：６％

優秀賞＜㈱日本ﾌｰﾄﾞｴｺﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ＞ 神奈川県相模原市

★養豚
関東近郊から食品残さを収集し、養豚用の発酵リキッド飼料を農家

に販売。この飼料により生産した豚肉を、食品残さ排出事業者等で、

「優とん」「旨香豚」として販売することで食品リサイクルループを形
成。

■原料：パンくず、製麺くず、米飯、
牛乳、野菜くずなど

■エコフィード製造量： 14,000㌧/年

○ エコフィードの原料となる食品残さの特徴を活かすとともに、食品リサイクルによって環境にやさしいことをアピールするな
ど、エコフィード利用畜産物の差別化を図る取組みについて、優良事例を表彰することにより、差別化の取組を推進。
（平成２７年度エコフィード増産対策事業のうちエコフィード先進事例普及事業（事業実施主体：中央畜産会））

※飼料費削減率＝（エコフィードを利用しなかった場合の飼料費－エコフィードを利用した場合の飼料費）/エコフィードを利用しなかった場合の飼料費
20

【トピックス】 エコフィードを活用した特色ある畜産物生産の取組

■エコフィード利用畜産物認証

■エコフィード認証：取得
■エコフィード利用畜産物認証（利用農家）

かんきさんぎょう

200

300

400

500

600

700

800

900

セント/ブッシェル

（11.6.10）
787ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(310ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（12.8.21)
831ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(327ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（16.9.28)
330ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(130ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（11.6.10）
787ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(310ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（12.8.21)
831ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(327ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

（16.9.28)
330ｾﾝﾄ/ﾌﾞｯｼｪﾙ

(130ﾄﾞﾙ/ﾄﾝ)

○ とうもろこしの国際価格（シカゴ相場）は、2015/16年度までの３年連続の米国の豊作、世界的に豊富な在庫等を背景に、３ﾄﾞﾙ／ﾌﾞｯｼｪﾙ（118ﾄﾞﾙ／ﾄ
ﾝ）台半ば～後半で推移。直近では、南米の悪天候、投機資金の流入等により、４ﾄﾞﾙ／ﾌﾞｯｼｪﾙ（157ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ）台まで上昇したが、米国での４年連続
豊作見込みにより３ﾄﾞﾙ／ﾌﾞｯｼｪﾙ（118ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ）台前半で推移。

○ 大豆油かすは、300ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ台前半で推移していたが、直近では、南米の悪天候による大豆生産量の減少等から400ﾄﾞﾙ/ﾄﾝまで上昇した後、米国
産の良好な生育状況を反映し、 300ﾄﾞﾙ／ﾄﾝ台前半で推移。

○ 海上運賃（フレート）は、20ドル／ﾄﾝ台後半の過去 低水準で推移してきたものの、直近では需要回復、原油価格の上昇等により底打ち感。
○ 為替相場は、平成24年11月中旬以降円安が進展し、良好な米国経済指標等を背景に平成27年には、１ﾄﾞﾙ当たり120円前後で推移。平成28年１

月末以降、世界同時株安、欧州情勢の混乱等により円高傾向で推移。

配合飼料価格に影響を与える要因の価格動向

＜とうもろこしのシカゴ相場の推移（期近物）＞

＜為替相場の推移＞

＜海上運賃の推移（ガルフ～日本）＞

＜大豆油かすのシカゴ相場の推移（期近物）＞
注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。 注：2016年９月の値は、９月第２週の平均値である。

注：ｼｶｺﾞ相場の日々の終値である。

平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年 平成27年 平成28年 平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年 平成27年 平成28年

平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年 平成27年 平成28年 平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年 平成27年 平成28年

注：日々の中心値の月平均である。（９月の値は26日までの平均値である。）

200

300

400

500

600
ドル/ショートトン

(12.8.30)
548

(11.2.1)
390

(16.9.28) 
300

(16.6.2)
418

(15.7.14）
375

(14.6.2）
506

20

30

40

50

60

70

80

90

10.1 7 11.1 7 12.1 7 13.1 7 14.1 7 15.1 7 16.1 7

ドル／トン

(16.9)
29.2

(10.5)
74.2

70

80

90

100

110

120

130

10.1 7 11.1 7 12.1 7 13.1 7 14.1 7 15.1 7 16.1 7 1

円／ドル

(16.9）
102

(11.10)
76

(15.6）
124

※１ブッシェル=25.4kg

※１ショートトン=907.2kg 21
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アルゼンチン
こうりゃん (90%)
とうもろこし(1%)

カナダ
大麦(2%)
小麦(11%)

配合・混合飼料の原料使用量（平成27年度(確報値)）

［計2,357万㌧］

※デンプン質が多
く使いやすいとう
もろこしが約5割
を占める。

上段：使用数量(万トン)
下段：割合(％)

オーストラリア
大麦(20%)

注：括弧内の%はH27年4月からH28年3月までの輸入量の各穀物の国別シェア
資料：財務省「貿易統計」、USDA 「World Agricultural Supply and Demand Estimates (September 12, 2016)」、

（公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」

我が国の飼料穀物輸入量

注：その他とは、えん麦、ライ麦である。

（万トン）

世界のとうもろこしの輸出状況

米国
とうもろこし(65%)
小麦(13%)
こうりゃん(9%)
大麦(2%)

ブラジル
とうもろこし(32%)

米国産とうもろこしの需給 （百万トン）

（百万トン）

H25年度 H26年度 H27年度

米国 37% 82% 65%

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 28% 13% 32%

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 16% 1% 1%

とうもろこしの主な輸入先とシェア

近年の飼料穀物の輸入状況

H25年度 H26年度
H27年度
（確報値）

とうもろこし 1,021 1,016 1,019 
こうりゃん 139 72 60 
小麦 78 37 33 
大麦 107 98 89 
その他 7 6 4 
合計 1,352 1,229 1,205 

とうもろこし
1,080 
46%

こうりゃん
74 
3%

その他殻類
271 
11%

大豆油かす
296 
13%

その他油かす
135 
6%

糟糠類
265 
11%

動物性飼料
72 
3%

豆類
10 
0%

その他
154 
7%

○ 飼料穀物の輸入量は、近年12～14百万トン程度で推移。主な輸入先国は、米国、ブラジル、アルゼンチン、カナダ、オーストラリア。
○ 飼料穀物のほとんどは輸入に依存しており、特に、米国・ブラジルに大きく依存。とうもろこしは24年６月以降の米国産とうもろこしの価

格高騰を受け、25年度は南米等に移行。26年度は価格の低下とともに米国に回帰したものの、27年度はブラジル産がシェアを拡大。

22

16/17
（予測）

輸出量 （割合）

①米国 55.3 (40%)

②ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 24.0 (17%)

③ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 24.5 (18%)

世界計 139.8 (100%)

14/15 15/16
(見込)

16/17
(予測)

361.1 345.5 383.4

0.8 1.7 1.3

301.8 298.9 312.4

飼料用 135.0 132.1 143.5

エタノール用 132.1 132.1 134.0

その他 34.8 34.7 34.9

輸出量 47.4 48.6 55.3

期末在庫量 44.0 43.6 60.6

期末在庫率(%) 12.6 12.5 16.5

生産量

輸入量

国内需要量

○ 発動条件等

異常補塡基金

（公社）配合飼料供給安定機構

通常補塡基金

（一社）全国配合飼料供給安定基金
（全農系）

（一社）全国畜産配合飼料価格安定基金
（専門農協系）

（一社）全日本配合飼料価格畜産安定
基金 （商系）

畜産経営者

積立金1/2

積立金1/2

積立金
1,200円/ｔ

積立金
600円/t

通常補塡金

異常補塡金

国

配合飼料
メーカー

異常補塡金

異常補塡基金

国とメーカーが

1/2ずつ拠出

・ 輸入原料価格が直前１か年の平均と比べ

１１５％を超えた場合

通常補塡基金

生産者（600円/t)と

飼料メーカー（1,200円/ｔ）

が拠出

・ 輸入原料価格が直前１か年の平均を

上回った場合

○ 制度の仕組み

基金残高

（平成28年度中に対応可能な額）

約１,０１８億円（見込み）
（異常補塡基金と合わせ約１,５０１億円）

基金残高

（平成28年度中に対応可能な額）

約４８３億円（見込み）

（注） 通常補塡基金は、平成20年度に約1,192億円の借入れを行っており、毎年度の積立金から計画的に返済（平成27年度末時点での累計返済額は約675億円、借入金残高は約517億円)。
このほか、平成24年度に異常補塡基金から約333億円の借入れを行っており、毎年度の積立金から計画的に返済（平成27年度末時点での累積返済額は約146億円、借入金残高は約187億円）。
この結果、平成27年度末借入金残高は、合計約704億円。

配合飼料価格安定制度の概要

・ 配合飼料価格安定制度は、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響を緩和するため、

① 民間（生産者と配合飼料メーカー）の積立による「通常補塡」と、

② 異常な価格高騰時に通常補塡を補完する「異常補塡」（国と配合飼料メーカーが積立）の

二段階の仕組みにより、生産者に対して、補塡を実施。

・ 平成25年12月に制度を見直し、平成26年度から異常補塡については、従来よりも発動しやすくなるよう特例基準を規定

（半年前の基準価格から年率115%相当（123.3%）を超えた場合に補塡）。

また、通常補塡の発動指標を配合飼料価格（メーカー建値）から輸入原料価格へ変更。

・ 本制度の運営強化のため、平成27年度に返済予定であった通常補塡基金の市中銀行からの借入残高（約135億円）全額を

（独）農畜産業振興機構（ALIC）に借換え（平成27年度畜産業振興事業）。

・ 異常補塡基金の通常補塡基金への貸付金約333億円のうち、約146億円を平成27年度末に返済。
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輸入原料価格の推移と配合飼料価格安定制度の補塡の実施状況

4,371 

4,553 

5,550 

7,800 

8,983 

4,002 

5,252 

3,250 

3,734 

3,835 

2,100 

450 

5,450 

3,524 

3,738 

2,400 

700 800 800

3,829 

3,097 

1,517 

3,398 

2,398 

966 865 776 

2,062 

28,280 

29,954 

29,643 

32,470 

36,112 

41,040 
41,392 

27,910 

23,894 

24,863 

24,242 

24,679 
25,196 

23,861 
22,495 

26,421 

29,061 
30,015 

28,806 

27,046 

27,611 

27,633 

30,307 

33,964 

36,441 
36,481 

33,944 

32,155 

32,571 

33,968 

33,979 

34,011 

33,252 

31,601 

30,341 
30,678 

26,303 

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月

注 ：数値は速報値。 資料 ：財務省「貿易統計」、（公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」

折れ線：輸入原料価格
：通常補塡
: 異常補塡

単位：円／トン

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
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【平成28年度補正予算】 予算額 ９００百万円

◆ 草地難防除雑草駆除対策事業

◆ 国産粗飼料広域流通体制整備事業 ◆ 日本型放牧モデル普及推進事業

１ 広域供給利用協定の締結
広域供給利用協定の締結等、国産

粗飼料の広域的な供給・利用を推進
するための検討会等に支援します。

２ 広域供給・利用のための整備
国産粗飼料の広域流通の拡大を

図るため、農協、コントラクター、
ＴＭＲセン ター、農業集団（３戸
以上）等の供給側、需要側それ
ぞれに必要な施設・機械の整備等
に支援します。

＜難防除雑草＞

ギシギシ シバムギ

難防除雑草の繁茂
しない生産性の
高い草地

計画に基づき
除草剤の散布
等を実施

１ 計画の策定等
難防除雑草駆除計画の策定や調査分析に支援します。

２ 草地改良

計画に基づき行う高位生産性草地への転換（除草剤散布、耕
起、

砕土、整地、施肥、土壌改良資材
の投入、優良品種の導入等
による施工）の取組を
支援します。

３ 対策の活用・
普及等に必要な
データ収集、研修
会等に支援します。

１ 放牧利用推進
計画の策定、放牧地確保に係る調整会議の開催、

疾病予防対策の実施等に支援します。

２ モデル実施に係る条件整備

肉用牛の周年親子放牧及び乳用牛の集約放牧のモデル実施に係る
放牧地整備、牧柵や飲水施設等設置、草地管理機械の整備、
放牧牛導入等に支援します。

３ 日本型放牧モデルの全国普及
専門家による現地指導、地域指導者の育成、

優良事例の収集・分析等に支援します。

◆公共牧場活用生産基盤強化支援事業

肉用牛の周年親子放牧及び乳用牛の集約放牧に係る条件整備等
に支援します。

【 供 給 側 】

【 需 要 側 】

広域流通

梱包格納機 保管・搬出

混合機 ストックヤード

生産性向上
草地改良

収穫機械導入

カーフハッチ導入

畜舎整備牧柵整備

飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業飼料生産基盤利活用促進緊急対策事業

地域の「生産基盤強化計画」を策定し、計画に基づく以下の
取組を実施する際に 必要な施設、機械、
家畜の導入等に支援します。

①夏期預託から周年預託
への転換

②地域を越えた広域的な預託
③預託月齢の早期化による

預託期間の延長
④公共牧場自ら行う肉用

子牛生産や乳用後継牛
の供給 等

25
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・国
・都道府県、事業指定法人

飼料作物の単位面積当たり収量が25％以上増加することが見込まれること。

○ 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、我が国畜産の競争力の強化を図るため、地域ぐるみの高収益型畜産
体制（畜産クラスター）の取組を加速することが重要。

○ このため、各地域で作成する畜産クラスター計画により、地域ぐるみで効率的な飼料生産を一層進めるため、
大型機械化体系に対応した草地・畑の一体的整備、草地の大区画化等の基盤整備を推進。

畜産クラスターを後押しする草地整備の推進（公共）畜産クラスターを後押しする草地整備の推進（公共）

１．事業内容

２．実施要件 ３．実施主体

＜整備前＞

現況の自然水路に合わせて整備 大区画による効率的な飼料生産

山成に合わせて整備個人所有の農業機械による作業 大型作業機械による作業 生産性向上のため、緩傾斜に整地

※小排水路が
不要な地区は
30ｈａ区画、小

排水路が必要
な地区は７ｈａ
程度の区画

大区画化による作業効率向上の結果、適期収穫が
可能となることや、基盤整備を通じた排水不良の改
善等により、飼料作物の単位面積当たりの収量を
２５％以上増加

＜効果＞

＜整備後＞

作業幅：3.2ｍ 作業幅：9.7ｍ

③泥炭地帯における草地の排水不良の改善

土壌の特殊性に起因する地盤の沈下による草
地の湛水被害等に対処する整備を推進

内 容：整地、暗渠排水、排水施設 等

国費率：３／４（北海道）

②家畜ふん尿を活用した肥培かんがい施設の整備

家畜ふん尿を発酵しスラリーとして有効活用す
るための肥培かんがい施設等の整備を推進

内 容：肥培かんがい施設、排水施設 等

国費率：４／５（北海道）

①大型機械化体系に対応した草地整備

大型機械による効率的な飼料生産を一層推進
するため、草地・畑の一体的整備、草地の大区
画化、排水不良の改善等を推進

内 容：区画整理、暗渠排水 等

国費率、補助率：２／３、１／２ 等

急傾斜地
急傾斜地→緩傾斜地

26

飼 料 増 産 総 合 対 策 事 業 ＜平成29年:度概算要求額1,011百万円＞

○ 輸入飼料原料への依存体質から脱却し、国内の飼料生産基盤に立脚した畜産経営を実現するため、国産飼料の生産
・利用を拡大

○ 飼料作物の増産に向けて、作付拡大、生産性向上及び生産体制の強化等を推進

草地生産性向上対策 （277百万円）

飼料生産技術者の技術向上

濃厚飼料原料（ｲｱｺｰﾝ等）の
技術実証等

高位生産草地

種子の調整保管

○生産性向上のための草地改良

○優良飼料作物種子の活用・放牧技術等の向上

○飼料作物種子・飼料用稲種子の調整保管

○自給飼料生産技術向上の支援（イアコーン等の
技術実証等、公共牧場の新たな活用方法の検討等）
（補助率：定額、１／２以内、１／３以内）

注：ｲｱｺｰﾝとは、子実、芯、穂皮からなるトウモロコシの雌穂（しすい）
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国産粗飼料増産対策 （564百万円）

○コントラクター等が飼料生産の担い手としての役割を発揮するための生産機能を高度化する取組への支援
○飼料生産組織による栄養価の高い良質な粗飼料（とうもろこし等）の生産・利用を拡大する取組への支援
○省力化・低コスト化を図るための地域一体となった放牧の取組への支援

（補助率：定額、１／２以内、１／３以内）

コントラクターの高度化 乳用牛の集約放牧 肉用繁殖牛の放牧

エコフィード増産対策 （170百万円）

○エコフィードの品質向上及びエコフィード利用畜産物の差別化促進
○地域の関係者の連携による食品残さ等の飼料利用体制の構築
○活用が進んでいない食品残さ等によるエコフィードの増産

（補助率：定額、１／２以内）

エコフィードの品質向上 エコフィード利用畜産物の差別化 27

毎日新聞 2016年11月5日 東京朝刊（web版）

財務省は４日、財政制度等審議会（財務相の諮問機関）を開き、主食用米から飼料用米への転作を助成する国の交

付金制度を見直すよう提言した。交付金の支払いが増加して財政の負担になっていることから、交付金を引き下げ、野
菜など収益性の高い作物への農家の転作支援を強化することなどを求めた。

主食用米からの転作助成交付金は、主食用米の過剰生産と値崩れを防ぐのが目的。しかし飼料用米は収益性が低
く、 農家の収入が大きく減るとして、転作した農家に１０アール当たり５・５万～１０・５万円の交付金が支払われ、 麦や
大豆（１０アール当たり３・５万円）よりも高く設定されている。収益性の高い野菜は交付金の対象外だ。

財務省は「栽培の手間が少なく、助成金が多い飼料用米への転作ばかり進んでいる」（幹部）と主張。現状の制度を
維持すれば、 必要な予算額は、２０１６年度の６７６億円から、２５年度には 大１６６０億円に膨らむと試算し、交付金
の引き下げを求めた。

ただ、農家の収入減につながりかねず、農林水産省の反発は必至で、調整は難航しそうだ。

財務省によると、コメ農家が10アールあたりの水田から得る収入は補助金を含め12万3500円。露地タマネギは
約32万円とコメの2.6倍にのぼると示し転作を求めた。さらに飼料米や小麦の生産では補助金に過度に頼る収
入

日本経済新聞 2016年11月4日 19:06 (電子版）

財務省は４日、財政制度等審議会（財務相の諮問機関）を開き、農業の生産性向上策を議論した。生産が消費を上回

るコメについて、収益性の高い野菜に生産を転換するよう提言した。農道や水路を整備する「土地改良予算」はコスト削
減を前提とする農家に限って配分すべきだとした。

財務省によると、コメ農家が10アールあたりの水田から得る収入は補助金を含め12万3500円。露地タマネギは約32万

円とコメの2.6倍にのぼると示し転作を求めた。さらに飼料米や小麦の生産では補助金に過度に頼る収入構造が「売れ
るものをつくるという経営マインドの発揮を阻害している」と指摘した。

土地改良事業については「農業の生産性向上を実現する意思と取り組みが明確な場合に限定する」ように求めた。

○ 財政制度等審議会の動き
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転作助成のあり方の点検・見直しに当たっての論点・視点

財政制度等審議会財政制度分科会分科会
（平成28年11月４日開催）提出資料より

① 農業の競争力強化・生産性向上を図っていくためには、収益性の低い転作作物（ 飼料用米な
ど）に対して主食用米並みの所得を確保するように助成するよりも、野菜などの高収益作物へ
の転換を支援していく方が望ましいのではないか。

② 未開拓の海外の需要を獲得していくためには、生産コスト削減を加速する必要があり、その努
力を阻害することのないように、助成のあり方を見直すべきではないか。

③ 国内の中食・外食の需要を取り逃さないようにするためには、転作作物に対して主食用米並
みの所得を確保するように助成して主食用米の生産を抑制するという考え方から脱却して需
要に対応した生産を促すように、助成のあり方を見直すべきではないか。

④ 予算執行調査における指摘事項を踏まえた見直しを行うべき。
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寒冷地における二毛作とイタリアンライグラス新品種「クワトロ-TK5」 

 

農研機構 東北農業研究センター  

久保田明人 

 

1. はじめに 

東北地域は全国の乳用牛飼養頭数の一割弱を担っており、酪農が盛んである。牧草

の作付け面積は 90,000ha と北海道についで多い。飼料用トウモロコシ作付面積も

10,000ha と多く、岩手県は北海道に次ぐ面積の 5,000ha を栽培している。しかし、国

内の主要な牧草であるイタリアンライグラスの作付面積は 3,000ha 程度であり、同程

度の乳用牛を飼養する九州地域の 40,000ha に比べると一桁少ない。関東以西で行われ

ているイタリアンライグラス－トウモロコシの二毛作体系で飼料生産を行っている生

産者は、宮城県と福島県の一部であり、極めて限定的である。寒冷地である東北地域に

おいては、根雪期間が長く雪腐病の被害が大きいために、イタリアンライグラスの栽

培が難しいことと、イタリアンライグラス後のトウモロコシの栽培可能期間が短いた

めに、収穫－播種等の農作業が過密になってしまうため、二毛作体系での飼料生産は

困難であった。同じく寒冷地である長野県や山梨県でも同様の状況と考えられる。 

 

2. 寒冷地における二毛作飼料生産の研究 

岩手県畜産研究所では、不耕起播種機を利用したライムギ－トウモロコシの二毛作

技術を開発した。耕起して行うトウモロコシ単作よりもコストが 13,500 円/10a 増え

るが、ライムギの TDN 収量が 250kg/10a 得られるため、チモシー乾草（TDN 単価 134 円

/kg）購入費に換算すると 33,500 円となり、差し引き 20,000 円/10a の増収となる。 

また、農研機構では、飼料用イネ専用収穫機を利用した飼料用稲麦二毛作技術を開

発した。年間の乾物収量で 1,600kg/10a が得られる。 

しかし、いずれの技術とも、新たな機材の購入が必要であり、このことが普及の妨げ

となっていると考えられる。 

 

3. イタリアンライグラス新品種「クワトロ-TK5」 

 農研機構・東北農業研究センターでは、根雪期間 80 日程度までの積雪地で栽培でき

る、早生のイタリアンライグラス新品種「クワトロ-TK5」を開発した。「クワトロ-TK5」

を導入することによって、これまで二毛作での飼料生産ができなかった岩手県南や東

北日本海側沿岸部でも二毛作が可能となる。 

 「クワトロ-TK5」の乾物収量は、雪腐病が問題となる根雪期間 80 日までの積雪地で

は「ワセアオバ」よりも 10％以上多収であり、雪腐病が問題とならない少雪地におい

ては「ワセアオバ」と同程度であった。100 日以上の積雪地では、「ワセアオバ」に対
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する優位性はみられるが低収となり、栽培には向かない（図および表）。 

 

図 積雪地および少雪地におけるクワトロ-TK5 とワセアオバの乾物収量  

 

 

4. 「クワトロ-TK5」を利用した二毛作体系の試算 

 トウモロコシ単作の場合、東北農業研究センターでは乾物収量 2,000kg/10a 程度で

ある。通常栽培しているトウモロコシ品種では作期がとれないため、RM80～90 の早生

品種を用いることによって、トウモロコシで 1,500kg/10a の乾物収量を見込んでいる。

これに「クワトロ-TK5」の乾物収量 800kg/10a が加わり、年間収量では 2,300kg/10a と

なり、トウモロコシ単作に比べて 15%の反収増を見込んでいる。トウモロコシとイタリ

アンライグラスともにサイレージにするとし、同等の TDN 含量と仮定する。流通して

いるトウモロコシサイレージは 20 円/kg（現物）とすると、水分 40％として 50 円/kg

（乾物重）となり、年間乾物収量で 300kg/10a の増収は 15,000 円/10a に相当する。イ

タリアンライグラスの栽培は除草剤が不要であるため、新たに発生するコストは

10,000 円/10a 程度（種子代 2,000 円、資材費 5,000 円、燃料 3,000 円）であり、差し

引き 5,000 円/10a の増収となる。水田であればさらに二毛作の補助金 15,000 円が上

乗せされる。 

 牧草とトウモロコシを生産している生産者であれば新たな機材の購入は不要であり、

トウモロコシの早生品種を利用することで、トウモロコシ単作との収穫作業を分散さ

せることができる。また、不耕起播種機を保有していれば、中生品種（RM90～95）の栽

0

200

400

600

800

1000

1200

2012 2013 2014 2012 2013 2014 2012 2013 2014 2012 2013 2014

70 85 100 100 102 115
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積雪地 少雪地

滝沢市：栽培不適地

播種年
根雪期間

盛岡市 大崎市 西郷村

各試験地における「クワトロ-TK5」の耕種スケジュール

所在地 播種日 収穫日 根雪期間 備考
東北農研 盛岡市 9月20日 5月24日 85
岩手畜研 滝沢市 9月19日 5月19日 106 栽培不適地
宮城畜試 大崎市 9月28日 5月7日 -
家畜改良セ（本所） 西郷村 9月30日 5月7日 -
播種日、収穫日、根雪期間は3か年平均

表 
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培も可能となり、トウモロコシの減収を抑えることができる。 

 

5. 「クワトロ-TK5」の普及対象地域 

 普及対象地域は、日本海側を含めた東北地域の沿岸部、岩手県南。これまで二毛作体

系での飼料生産ができなかった地域において新規需要を掘り起こす。長野県や山梨県

の根雪期間 80 日までの地域も該当すると考えられる。 

 北陸、山陰、北関東の既存二毛作地域でも、異常気象による突発的な多雪年に備える

ためには、既存早生品種から「クワトロ-TK5」への乗り換えは有効と考えられる。これ

らの地域で、多雪年に備えて止むを得ず雪腐病に強い中晩生品種を利用している生産

者にとっても、早生品種である「クワトロ-TK5」は多様な作付け体系に対応できること

から、新たな選択肢となる。 

 また、現在九州において現地圃場試験を行っており、暖地での適応性も評価してい

るところである。 

 

6. 「クワトロ-TK5」栽培上の留意点 

 千粒重が大きいため、播種量は 3～4kg/10a とする。収量を確保するためには適正な

施肥が必要（基肥 8kg/10a、早春の追肥 5kg/10 程度）。試験用の種子については家

畜改良センター茨城牧場長野支場から供給できるため、演者までご連絡いただきたい。 
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不耕起対応トウモロコシ高速播種機の改良と現地試験事例 

農研機構 農業技術革新工学研究センター 

総合機械化研究領域 松尾守展 

１．はじめに 

近年，世界的な異常気象や新興国での需要急増等により飼料や穀物の国際相場は変動が大き

く，輸入飼料への依存度が高いわが国の畜産経営は不安定になりやすい。このような状況の中

で経営リスクを軽減するには，飼料自給率の向上を図ることが重要となる。また，飼料の中で

も青刈りトウモロコシ（以下，トウモロコシ）は，牧草類と比較して TDN 収量が高く生産拡大

の意義は大きい。 

トウモロコシ栽培に要する作業時間のうち，約４割が耕うん整地および播種作業に費やされ

る（農林水産省 2016）。また，都府県で多い二毛作体系や暖地の二期作体系等では前作の収穫

時期とトウモロコシの播種適期は重なる場合が多く，作業が集中して適期播種が困難になる。

このため，播種床造成・播種作業の省力化を図ることで，限られた播種適期内に可能な作業面

積の拡大が促され，飼料増産につながると考えられる。 

播種を高速化する手法の１つに，播種床造成にかかる耕うん整地作業の全てまたは一部を省

略する不耕起播種・簡易耕播種があり，高い省力性がわかっている（森田ら 2009，平久保ら

2010 など）。ただし，これまで不耕起に対応できる播種機は海外製の大型機しかなく，狭小な

圃場が分散する都府県では農道の走行や圃場への進入が困難でメリットを出しにくかった。ま

た，既存の播種機を改造して不耕起圃場へ応用する取組（加藤ら 2007 など）もあるが，作業速

度が遅いことや，農家の自己責任で部品の加工・改良・組付を行なう必要がある等の課題があ

った。 

そこで，農研機構・革新工学センター（開発開始時：生研センター）では，狭小な圃場でも

能率的な不耕起播種が可能なトウモロコシ播種機を農機メーカーと共同開発するとともに，圃

場で播種試験を行ない精度および高速性を確認した。その後，改良を加え実用化するとともに

現地試験に取り組んでいる。ここでは，不耕起対応トウモロコシ播種機（以下，開発機）の概

要，および現地試験等の取組状況や開発機の改良点等を紹介する。 

２．開発機の概要 

開発のねらいは，狭小かつ分散した府県の飼料畑で能率的かつ高精度な播種を実現すること

である。当初設定した開発目標を以下に示す。 

（１）30 馬力（22kW）級の小型トラクタでの作業に対応する 

（２）不耕起圃場での作溝を可能とする 

（３）２m/s の作業速度で１粒率 98%の繰出精度を実現する 

開発機は，不耕起圃場に対応可能な作溝・鎮圧機構，高速に種子を１粒ずつ分離・放出する
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種子繰出機構，圃場の凹凸にユニットを追従させる平行リンク機構からなる（図１，表 1）。 

作溝・鎮圧機構は，自由回転するディスクコールタ（以下，コールタ），コールタに接する溝

拡幅部，鎮圧輪，および種子誘導スリット（以下，スリット）で構成される（図２）。コールタ

枚数を１枚にするとともに溝拡幅部の爪をコールタへ近接させ，軽量な開発機でも不耕起圃場

での作溝や圃場表面の残渣の切断が容易になるよう配慮した。種子繰出部は，分離プレートと

放出プレート，仕切り板および外枠からなる（図３）。種子の分離機能と放出機能を２枚のプレ

ートに役割分担させているのが特長で，大きさの異なる種子に対しても，分離プレートを交換

することで１粒ずつ繰出可能である（橘 2013，橘ら 2014）。種子繰出機構は接地輪駆動式で，

配線損傷の影響を受けにくく電源も不要である。試作機を不耕起圃場試験に供した結果，作業

速度 2.0m/s で作溝可能なこと，2.0m/s での作業において１粒率は 98%以上になることが確認

できた（横澤ら 2014）。 

 

図１ 実用化された開発機の外観（イタリアンライグラス収穫跡での不耕起播種作業） 

  

図２ 作溝・鎮圧機構の概略   図３ 種子繰出機構の概略 

表１ 開発機の主要諸元（２条仕様） 

播種条数 2 
全長×全幅×全高（mm） 1450×1550×850 

質量（kg） 300 
目皿の回転駆動 接地輪駆動式 

条間調節範囲(cm) 60～80（無段階） 

株間設定範囲(cm) 
14～23.5 

（6 段階・スプロケット交換による） 
種子ホッパ容量 15L（１条あたり） 

種子操出機構

フレーム

コ ールタ種子誘導スリット 溝拡幅部鎮圧輪

爪（ コ ールタ 外周面に近接）

進行方向

→

｝
平行リンク機構 

作溝・鎮圧機構

種子繰出機構
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３．開発機の現地試験と開発機の改良 

 １）開発機の現地試験 

魚住（2011）や平久保ら（2011）はトウモロコシ不耕起栽培では耕起栽培と同等の収量性が

あると報告しているが，森田ら（2011・2012）は，二毛作体系における不耕起栽培では前作の

残根や不十分な砕土等の影響で播種精度・苗立率が低下すると報告しており，国内でも不耕起

栽培への評価は一定ではない。そこで，開発機の適応性を確認するとともに普及を図るため，

また開発機のさらなる改良課題を抽出するため現地試験を行なっている。また，トウモロコシ

の収量は苗立率と密接な関係にあることから，開発機で苗立率を確保しやすい開発機の設定の

目安を検討することとした。 

これまで開発機でトウモロコシを不耕起播種試験した結果，前作がイタリアンライグラスお

よびオーチャードグラスの場合，苗立率は低くばらつきも大きかった。一方で，前作がトウモ

ロコシの場合は苗立率が高かった。また，４cm より深く播種することで苗立率は向上し，ばら

つきも少なくなった（表２）。 

表２ 開発機で不耕起播種したトウモロコシの苗立率 

前作 播種深さ 苗立率(％) 

トウモロコシ 
4cm 以上 91.4±5.9 

4cm 未満 84.8±13.4 

イタリアン・オーチャード
4cm 以上 83.0±12.8 

4cm 未満 72.3±15.4 

 

現地試験の結果，播種深さが３cm 程度より浅い場合には苗立率の低下が認められるが，播種

深さを３cm 以上，より好ましくは４cm 以上の深さにすることで慣行の耕うん整地圃場と同程

度の苗立率が得られた（横石ら 2016）。また，トウモロコシ跡の二期作目に不耕起播種したト

ウモロコシの苗立率・収量は高かったが，冬作牧草跡に不耕起播種したトウモロコシの苗立率

・収量は低かった（横石・白田 2014，髙脇・臼坂 2015 など）。一方で，イタリアンライグラス

跡でも作業速度を遅くすることで苗立率・収量を高めることができた（折原ら 2014）。 

これらの現地試験結果から，前作残渣や残根の少ないトウモロコシ収穫跡へは，播種深さが

４cm より深くなるよう開発機を調整することで比較的容易に適用できると考えられる。一方で

イタリアンライグラス等の収穫跡では，残渣や残根の影響により十分な深さまで作溝できない

場合があるので，開発機の播種深さを深めに調整しても播種溝が浅い場合には作業速度を落と

す，またはディスクハローやロータリーで浅く耕うんする等の対応が必要と考えられた。 

なお，粘質土壌での不耕起栽培では発芽障害が発生しやすいとの指摘（魚住 2011，加藤 2011

など）がある。開発機においても，粘質土では土壌硬度が高く苗立率の低下および垂直方向へ

の根の伸張抑制による収量低下が見られたことから（山形ら 2016），開発機での不耕起播種は

粘質土では避けることが望ましいと考えられる。 

ちなみに，耕うん整地圃場においても開発機の適用性を確認したところ，通常栽培と同等の

収量が得られ（福井・武内 2013），播種精度は慣行の空気加圧式播種機と同等であったことか
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ら（横澤ら 2014），神奈川県等では１作目を耕うん整地して，二期作目を不耕起で播種する二

期作体系としても開発機が活用され始めた（折原ら 2014）。なお，作業の都度，開発機の調整

・確認に留意する必要があるのは不耕起圃場と同様である。 

これまで現地で得られた開発機の圃場作業量は，概ね 30-80a/h の間にあった（図４）。石が

多く速度を落とした圃場や変形圃場，面積が 10a に満たない狭い圃場でも，２条の慣行播種機

における標準的な作業能率 5.2h/ha（圃場作業量に換算すると約 0.2ha/h，農林水産省 2008）

を上回っている。全ての圃場で開発機による不耕起播種が可能ではないが，条件の良い圃場で

は不耕起で，それ以外の圃場は慣行ないし簡易耕で作業することで，適期内に播種できる面積

の拡大が期待できる。 

 

図４ 現地における開発機の圃場作業量 

 

 ２）開発機の改良 

開発機を現地圃場で供試したところ，①スリット内へ土が進入し種子の経路が塞がれる，②

前作収穫跡の残渣や土がコールタへ過度に付着して作溝性能が低下する，等の課題が発生する

場合があったため，以下の改良を加えた。 

種子誘導スリット内に土が詰まると種子が排出されず欠株区間となってしまうため，放出さ

れた種子が確実に播種溝へ投入されるよう，スリット内へ進入した土などを排出するクリーニ

ング機構（以下，スリットクリーナー）を開発した。スリットクリーナーは，ばね線材と回転

軸により構成され種子誘導スリット後部に装着できる。旋回時などトラクタにより開発機が持

ち上げられた際，また開発機が接地・前進した際に種子誘導スリット内側に詰まった土を掻き

出す機能を有している（図５）。 

コールタには圃場表面を切削する役割があるが，作業中にはコールタ側面に土塊や残渣等が

付着する。コールタへの付着量が増える過ぎるとコールタの回転が停止することがあり作溝性

能が低下する。そこで，コールタから土塊等をそぎ落とすスクレーパの強度（板厚と幅）を増

し，機能および耐久性を高めた。なお，スクレーパがコールタへ十分に近接しているかについ
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ても，作業の都度確認・調整することが望ましい。 

当初の試作機は２条仕様のみであったが，生産者のニーズとして条数の追加や施肥ユニット

への要望が高いこと（松尾・橘 2015）から，播種ユニット増設による４条仕様（全幅 3200mm）

や同時施肥およびソルガム等の混播ユニットの装着を可能にした。これら追加装備は近日中に

市販予定で，さらなる改良についてもメーカーを中心に検討されている。 

     

図５ スリットクリーナーの外観および装着部位 

４．おわりに 

不耕起圃場に対応できる播種機をメーカーと共同で実用化し，これまでの試験において播種

深さを深めに設定すべき点や留意すべきポイント等が示唆されつつある。ただし，不耕起栽培

は条件によって結果が大きく異なることがあり，各地の条件に応じて適切な栽培技術が検討さ

れる必要がある。今後は，このような試験事例をきっかけに，各地で不耕起栽培の導入・検討

が広まることを期待する。 

開発機の現地試験には，岩手県・秋田県・群馬県・神奈川県・徳島県・愛媛県等の協力を得

た。共同開発メーカーであるアグリテクノ矢崎をはじめとする，関係各位に記して深謝する。 
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最近の飼料作物の栄養評価に関する研究の動向 

                       

農研機構 畜産研究部門  

永西 修 

 

1. はじめに 

 飼料作物の飼料成分や栄養価は、品種、生育時期、施肥、気象条件、調製・加工法など

によって大きく変動する。一方で、牛への粗飼料給与では栄養素の供給に加えて、物理性

の確保が重要である。輸入飼料価格の高騰を背景に、自給飼料生産への取組みが加速して

おり、従来の牧草や飼料作物生産に加えて、飼料用イネやイアーコーンなどの国産濃厚飼

料生産が注目されている。牛が必要とする栄養量を過不足なく給与することは飼料費の節

減に結び付くほか、生産性の向上や健康に飼育する上でも重要な意味を持つ。また、家畜

排せつ物の低減といった環境負荷面への貢献が期待できる。そのため、事前に飼料特性を

正確に把握し、それに基づく飼料設計を行うことが牛を合理的に飼養するために不可欠で

ある。一方、牛の栄養管理技術の進展により分析項目が増えるとともに、新たな分析機器

が開発されている。本稿では、飼料作物を対象に最近の栄養評価法に関する研究成果を紹

介する。  

  

2. 炭水化物 

 飼料の炭水化物画分を図 1 に示した。炭水化物は非繊維性炭水化物（NFC)と繊維性炭水

化物に大別でき、牛にとっての主要なエネルギー源である。飼料の炭水化物は多くの構成

成分からなり、化学的性質や有効性が異なる。一般的に NFC の消化率は中性デタージェン

ト繊維（NDF）よりも高い。NDF はヘミセルロース、セルロースおよびリグニンからなる。

ヘミセルロースとリグニン、セルロースとリグニンの間に化学結合を有し、リグニンの型、

炭水化物の種類および結合の位置により牛での利用性は異なる。有機酸は正確には炭水化

物ではないが、脂質やタンパク質よりも炭水化物と関連性が深いことから NFC に含めてい

る。  

 

 

 

 

 

 

 

1)中性デタージェント繊維（NDFom）  

飼料作物の主成分は繊維で、NDF 分析は飼料の総繊維含量を測定する方法として広く用

図 1 飼料の炭水化物画分 
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いられている。本来 NDF 分析は粗飼料を対象に考案されたものであるため、濃厚飼料や

製造副産物といったデンプンやタンパク質を多く含む飼料ではそれらの除去が不十分で

NDF 含量が過大に評価される問題があった。そのため、デンプン除去として耐熱性α-ア

ミラーゼ、タンパク質除去として亜硫酸ナトリウムの使用が提案されている。なお、亜硫

酸ナトリウムを用いたからといって全てのタンパク質が除去できるわけではないことに留

意する。 

NDF で灰分を含まないものを NDFom、灰分を含むものを NDF と記載し、耐熱性 α-アミ

ラーゼを用いてデンプン除去を実施している場合には、aNDFom と記載する。また、亜硫

酸ナトリウム使用の有無についても記載すべきである。  

ここでは、耐熱性 α-アミラーゼを用いた NDF 分析法を記載する。基本的な手法は AOAC 

Official Method 2002.04 に記載されている。ビーカーを用いた分析手順は以下のとおりであ

る。なお、Hiraoka ら（2012）はα-アミラ－ゼの添加法に関する検討を行なっている。  

試薬  

中性デタージェント溶液：エチレンジアミン四酢酸二水素ナトリウム・二水和物 18.6g、

四ホウ酸ナトリウム・十水和物 6.8g、リン酸水素二ナトリウム 4.6g、n-ドデシル硫酸ナト

リウム 30.0g、トリエチレングリコール 10ml に蒸留水を加えて 1L にメスアップする。NDS

溶液の pH は 695～7.05 であるか確認し、必要に応じて塩酸または水酸化ナトリウム溶液

で pH を調整する。  

測定  

a)トールビーカーにサンプル 0.5g を量る（W1）。  

*亜硫酸ナトリウムを用いる場合は、1 サンプル当たり亜硫酸ナトリウム 0.5g をトールビー

カーに量って使用するが、吸湿により固まることから測定する直前に入れるようにする。ある

いは中性デタージェント溶液に 1 サンプルあたり 0.5g となるように亜硫酸ナトリウムを溶解

して使用する。  

*粗脂肪含量が 5％以上含まれるサンプルはアセトンによる脱脂処理を行なう方が良い。10％

以上のサンプルは必ず脱脂処理を行なう。ガラスフィルターにアセトン 40ml を入れ、サンプ

ルを攪拌しろ過する。この操作を 2～3 度繰り返し、アセトン臭が無くなるまで風乾したもの

を ND 溶液でトールビーカーに移す。  

b)ND 溶液 50ml を加え、沸騰後 1 時間煮沸する。ビーカー壁にサンプルが付着した場合

は最小量の ND 溶液で洗い流すと良い。  

*耐熱性α-アミラーゼの添加法を以下に記載した。  

c)煮沸後、ガラスフィルター（40～60μm）をろ過し（軽く吸引しながら）、熱水で十分

に洗浄する。  

*熱水の取り扱いには十分に注意する。その他の分析でも同様である。  

d) アセトンを加え脂質を除去する。通常は 2 回程度行う。  

e)十分にアセトンを飛散させた後、135℃で 2 時間あるいは 105℃で 3 時間乾燥し重量を  
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測定する（W2)。  

f) 500℃に設定したマッフルで 2 時間灰化し、重量を測定する（W3）。  

  NDFom＝（W2－W3）/W1×100 

耐熱性 α-アミラーゼの添加法  

耐熱性 α-アミラーゼは、Termamyl 120（Novozyme 社）を用いる。なお、Sigma-Aldrich 社

の耐熱性 α-アミラーゼ A3403 と同一のものである。1unit は pH6.9 で 20℃、3 分間で 1.0mg

のマルトースをデンプンから遊離する。耐熱性 α-アミラーゼの添加量については、活性に

応じて添加量が異なるため、分析前に添加量をヨウ素反応により決定する必要がある。  

耐熱性α-アミラーゼを蒸留水で 10 倍希釈し、冷蔵庫で保管する。Hiraoka ら（2012）に

よると、α-アミラーゼの添加のタイミングは煮沸後直ぐ、1 時間の煮沸が終了する直前の

2 回を推奨している。また、残さは熱水で洗浄するが、デンプンの除去が十分ではない場

合には、さらに耐熱性α-アミラーゼを使用してデンプンの除去を実施する。  

ヨウ素反応はヨウ素 1g、ヨウ化カリウム 2g を蒸留水 100ml に溶解し、褐色瓶に入れて

保管する。なお、ヨウ素は劇薬であるため取り扱い・保管には注意する。  

 2）酸性デタージェント繊維（ADFom）および酸性デタージェントリグニン（ADL） 

基本的な手法は AOAC Official Method 973.18 に記載されている。NDF 同様に灰分を含

まない酸性デタージェントを ADFom と記載する。硫酸の取り扱いには十分注意するとと

もにゴーグル（めがね）や手袋は必ず着用し安全対策を施す。その他の分析も同様である。 

試薬  

72％硫酸：濃硫酸 1200g を蒸留水 440ml に加え冷却し、比重が 1,634g/L（20℃）となる

ように水または濃硫酸を加えて比重を調節する。  

酸性デタージェント溶液（AD 溶液）：臭化セチルトリメチルアンモニウム 20ｇを 0.5 モ

ル硫酸 1L に溶解する。0.5 モル硫酸は。98％濃硫酸を 18 モルとすると、蒸留水：98％硫

酸を容積比で 35：1 に混合して作成する。  

測定  

酸性デタージェント繊維（ADFom）  

a)ガラスフィルター（40～60μm）の重量を量る（W1）。通風乾燥機を用い 105℃で 3 時

間以上乾燥させる。  

b)トールビーカーにサンプル約 1g を量る（W2）。  

c)AD 溶液 100ml を加え、煮沸台で 1 時間煮沸する。  

d)煮沸後ガラスフィルターでろ過し（軽く吸引しながら）、熱水で十分に洗浄する。  

e)アセトンを加え脂質を除去する。通常は 2 回程度行う。  

f)十分にアセトンを飛散させた後、135℃で 2 時間あるいは 105℃で 3 時間乾燥し重量を

測定する（W3)。  

 酸性デタージェントリグニン  

a）ガラスフィルターを 50ml 容のビーカーに入れる。  
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b) 72％硫酸をサンプル全体が浸るまで入れる。72％硫酸の温度は 15℃にする。  

c) 1 時間ごとにサンプルを緩やかにかき混ぜる。72％硫酸の温度は 20～23℃の範囲にあ

ることが望ましい。  

d) ビーカーの底に溜まった硫酸を（スポイトなどで）ガラスフィルター内に戻す。  

e)  3 時間経過後、熱水でサンプルを十分に洗浄する。硫酸が残っているかをリトマス試

験紙などで確認すると良い。  

f) 100℃に設定した通風乾燥機で 1 時間乾燥させ、重量を測定する（W4)。  

g) 500℃に設定したマッフルで 2 時間灰化し、重量を測定する（W5）。  

ADFom＝100×（W3-W5）/W2 

  ADL＝100×（W4-W5）W2 

  ADF 中の灰分＝100×（W5-W1）  

3）デンプン 

デンプンの測定は煮沸水中で 80％エタノールにより低分子の糖を除去し、デンプンの抽

出や加水分解を行なう前に糊化、可溶化を行なう必要がある。その中で、デンプン分析で

は酵素による不完全な溶解性や可触性が重要な課題である。デンプン分析法は

AOAC920.40 に記載されていたが、アミログルコシダーゼの Rhozyme S の販売が中止され

たため、新たな分析法の開発が必要となっていた。そのため、McCleary ら(1994)や Hall（2015）

らの飼料デンプン含量の測定法（AOAC Official Method 2014.10 が開発された。  

分析サンプルは 0.5～1.0mm のスクリーンを通過、カッティングミルの場合は 0.5mm の

スクリーンが通過できるよう粉砕する。デンプン含量の測定では、その処理過程で分析サ

ンプルが酵素（α-アミラーゼ、アミログルコシターゼ）処理を受ける必要がある。一般分

析では 1mm のスクリーンを通過

できるように粉砕をするが、デン

プンの測定では不十分な酵素処

理とならないよう 0.5mm のスク

リーンを通過できる粒度への粉

砕が必要と思われる。  

デ ン プ ン の 簡 易 測 定 キ ッ ト

（Megazyme Total starch kit）が販

売されている。詳細は添付のマニ

ュアル(Assays per Kit)を参考にし

てほしいが、分析操作の概要は図

2 のとおりである。  

 

 

 

図 2. デンプン分析の手順（一例） 
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3. タンパク質（窒素） 

 飼料の窒素含量の測定法としては、ケルダール法（Kjeldahl）と燃焼法（Dumas）がある。

燃焼法でのサンプル量は 20～500mg と少ないことから、サンプルを細かく粉砕し測定によ

るバラツキを小さくするほか、消耗品の交換頻度を抑えるために乾燥したサンプルを用い

ることが望ましい。燃焼法で測定した窒素含量はケルダール法より若干高い。これは燃焼

法では硫酸で分解が困難な硝酸や有機化合物を含むからである（Lakin 1978; Petterson ら 

1999）。また、Strong and Duarte（1992）は簡易かつ迅速なタンパク質測定法としてビュー

レット法を提案している  

飼料の窒素画分を図 3 に示した。第一胃内での溶解性や分解性に基づきいくつかに分画

できる。酸性デタージェント不溶窒素は結合性窒素とも呼ばれ、第一胃微生物の利用性が

低い。  

 

 

 

 

 

 

1）中性デタージェント不溶タンパク質および酸性デタージェント不溶窒素タンパク質 

 NDFom および ADFom を測定したあとの残さの窒素含量を求める。ガラスフィルターで

NDFom や ADFom を測定した場合は、ガラスろ過板に付着した残さを回収する。また、ろ

紙やフィルターバックを用いて NDFom や ADFom を測定した場合は、ろ紙ごとあるいは

フィルターバックごとケルダールチューブに入れケルダール法で窒素含量を測定する。そ

の際には、ブランクとして空のフィルターバックを用いる。また、燃焼式窒素測定装置（NC

レコーダー）で窒素含量を測定する場合は、残さの一部を NC レコーダーにセットし窒素

含量を測定する。その際には残さの水分含量を求め、乾物当たりの含量に補正する必要が

ある。 

 2）可溶性タンパク質（溶解性タンパク質）Krishnamoorthy ら  (1982) 

 リン酸ホウ酸緩衝液（pH6.8）を調整する。サンプル 0.5g を 50ml 容の容器に量り、緩衝

液 50ml を加えて 1 時間 38℃で攪はんする。攪はん後にろ紙でろ過し、最初の洗浄は緩衝

液で行ない、続いて蒸留水で洗浄する。残さの窒素含量を測定する。  

 リン酸 2 水素ナトリウム・1 水和物 12.2g と四ホウ酸ナトリウム・10 水和物 8.91g を蒸

留水 1L に溶解する。  

 タンパク質の溶解性は pH との関係を調べた報告（De Jonge ら 2009）によると、pH の低

い緩衝液（pH5.0）を使った場合にはほとんどの飼料で低下することが知られている。  

3) 非タンパク態窒素 

トリクロロ酢酸を蒸留水 1L に 400g 溶解したトリクロロ酢酸溶液を作成する。トリクロ

図 3 飼料の窒素画分 
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ロ酢酸溶液 2ml を溶解性タンパク質の測定に用いたろ液（例えば 25ml）に加え攪はんして

10 分間放置する。3000g で 10 分間（20℃）遠心分離を行ない沈殿物の窒素含量を測定す

る。溶解性窒素から沈殿に含まれる窒素を引き算したものが非タンパク態窒素含量である。 

残さの窒素含量－沈殿の窒素含量＝非タンパク態窒素含量  

残さの窒素含量＝（ろ液の量（ml）/50ml）×沈殿の窒素含量（％）/サンプル重量(g)×100 

 

4. 飼料の物理性 

乳牛では飼料摂取量（Clark and Davis 1980）、咀しゃく行動(Bailey and Balch 1961)、乳脂

肪(Van Soest 1963)、ルーメン発酵(Carruthers ら(1997)を正常に保つために物理性が求めら

れる。繊維の物理性を評価するための多くの試みが行われてきた。eNDF（effective NDF）

の概念は適正な乳脂肪生産が維持するための粗飼料の全般的な能力である。また、peNDF

（physical effective NDF）は、咀しゃく行動などを起こす物理的な繊維の特性に基づく指標

である。Mertens(1997)は乳牛の第一胃内の平均 pH を 6 とするためには、乾物 1kg 当たり

220g の peNDF、少なくとも乳脂肪が 3.4％を維持するためには 200g の peNDF が必要であ

るとしている。牛を用いた飼料の物理性の測定は労力や時間がかかるため、日常的な測定

法にするには困難である。そのため Lammers ら(1996)は粗飼料の粒度分布をスクリーン

（19mm、8mm、1.18mm）で篩い分けするパーティクルセパレーター（PSPS、ペンシルバ

ニア大学）を考案した（2002 モデル）。その後、2013 年モデルでは 4mm のスクリーンが追

加され現在に至っている。スクリーンのサイズでルーメンマットの形成や咀しゃく、消化

性などに違いがある。また、Paul and Mika(1981)や De Boeve ら(1993)は、飼料の物理性と

して粉砕抵抗力を反すうや咀しゃくと見なした粗飼料の構造的な特性に基づく指標を提案

している。このほか、第一胃内での粗飼料の分解の程度や速度を測定する方法として、ポ

リエステルバックやガス培養試験による方法が提案されている。  

1） 粉砕抵抗性 

乾燥サンプル 200g を約 5cm に細切するために必要な電気量を測定する。さらに、乾

燥粗飼料 100ｇを 5mm のスクリーンが通過できるように粉砕するための電気量を測定す

る。電気量の測定に用いた細切機や粉砕機のメーカが記載されている。  

 2）保水力（Ramansin ら 1994）  

 乾燥サンプル 5g を予め重量を測定した 50ml の遠沈管に量る。少量の蒸留水を乾燥サ

ンプルに加え、2000g で 10 分間遠心分離を行なう。上澄み液を捨てた後に遠沈管の重量

を量る。  

（（遠沈管の重量+沈殿物）-（遠沈管の重量+5））÷5 

 

5. 飼料の第一胃内分解率の測定 

1)ポリエステルバックによる第一胃分解性の測定 

Dohme らの方法 ポリエステルバックを同時にフィステルに投入  
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ポリエステルバック（10×20cm、53μm）に乾燥した粗飼料（4mm のスクリーンが通過で

きるよう粉砕したもの）を乾物で 5g 入れる。また、フィステル牛には粗飼料を主体とした

飼料を朝夕方の 2 回に分けて給与し、飼料への馴致を行う。全てのポリエステルバックを

第一胃内へ投入する前に 39℃の流水に 15 分間浸ける。これは、第一胃内に投入した際に

生じる飼料分解のラグタイムを抑えるためである。第一胃内への投入時間は 0（非投入）、

3、6、12、24、48 および 96 時間とし、ポリエステルバックを取り出した後は直ぐに氷水

に 5 分間浸け、その後は流水で十分に洗浄する。洗浄後にポリエステルバックを 60℃で 48

時間乾燥し計量する。各時間当たりのポリエステルバックの反復は 3 以上とする。  

Yu らの方法 ポリエステルバックを同時に取り出し  

 ポリエステルバック（10×20cm、53μm）に乾燥した粗飼料（27.8mg/cm2）となるように

量る。ポリエステルバックの培養時間は 2、4、8、12、24、48 および 72 時間で、取り出し

は一斉に行い、取り出し時間から第一胃内に投入する時間を逆算する。ポリエステルバッ

クを第一胃内から取り出し後、冷水で洗浄し微生物の活性を止め、手で洗浄を行なう。第

一胃に投入しない 0 時間のポリエステルバックも同様の処理を行なう。洗浄後、55℃で 24

時間乾燥し重量を測定する。ポリエステルバック内の残さを 1mm のスクリーンが通過で

きるよう粉砕し、有機物や CP の分析に用いる。  

有機物：残さの(%)＝C+（100-A-C）×e-Kd×（ t-T0）  

粗タンパク質：残さの(%)＝C+（100-A-C）×e-Kd×t 

粗タンパク質ではラグタイム（T0）を 0 として計算する（Orskov and McDonald 1979） 

第一胃内で分解する CP の割合（RDP％）＝A+（B×Kd)/（Kd+Kp）  

なお、Kp は 4％/h を用いる（Tamminga ら 1994）  

第一胃内で分解する有機物の割合（ROMD％）＝A+（B×Kd）/（Kd+Kp）  

同様に粗飼料でも Kp を 4％/h として求める。  

 

6. ガス培養試験法 

 インビトロ法による飼料の分解率の測定は飼料の栄養的価値を測定する方法として使わ

れている。ガス培養試験法は Menke ら（1979）によって提案され、100ml の注射筒にサン

プルを 0.2g 入れ、人工培養液 50ml を加えて 39℃の恒温器内で培養し、ガスの発生量の推

移注射筒の目盛りを読んで調べるものである。近年では、注射筒を使わずに培養瓶を用い、

圧力計でガス発生量を求める方法が提案されている(Cone ら 1996)。Muetzel ら（2014）は

McDougall 緩衝液と Mould 緩衝液で培養液の短鎖脂肪酸濃度を測定しており、McDougall

緩衝液を用いた場合に、吉草酸、カプロン酸、イソ酪酸、イソ吉草酸の割合が高いことを

報告している(Mcetzasl 2014)。  

Muetzel(2014)の緩衝液  

リン酸二水素カリウム（ KH2PO4）： 6.0mM（ 0.816g/L）、リン酸水素二ナトリウム

（Na2HPO4）：9.6mM（1.363g/L）、塩化マグネシウム（MgCl2）：0.5mM（0.048g/L）、炭酸水

-52-



素ナトリウム（NaHCO3）：64.5mM（5.417g/L）、炭酸水素アンモニウム（NH4HCO3）：17.8mM

（1.407g/L）、これらの緩衝液を 2.5L に二酸化炭素を用いて嫌気性を保ち、水酸化ナトリウ

ム（NaOH）：2.5mM（0.1g/L）、L-システィン塩酸塩 2.5mM（0.439g/L）を加える。  

 

7. 脂肪酸 

 乳や畜産物は必須脂肪酸やビタミンの供給源として重要である。一般に乳中の飽和脂肪

酸は 70～75％で、第一胃内微生物の水素添加により高い割合を示す。また、生乳では 1 価

の不飽和脂肪酸が 20～25％、多価不飽和脂肪酸は 5％である。育種改良あるいは栄養管理

による脂肪含量や脂肪酸組成の制御は酪農業にとっても感心が高い。多くの総説において

乳脂肪酸組成は生草やサイレージの給与により変化することが示されている。ドライアイ

ス、-20℃での凍結および 4℃での保存したサンプルの脂肪酸組成は予乾サンプルより、

C16：0 が高いとの報告があり（Arvidsson ら 2009）、分析サンプルの調整は留意する必要が

ある。また、予乾やサイレージなどの調製法と乳中脂肪酸組成との関係に関する総説があ

る（Dewhurst ら 2006）。また、脂肪酸組成の測定は、サンプルから総脂質を抽出し、誘導

体化により脂肪酸メチルとしガスクロマトグラフで分析する。脂肪酸組成の分析法につい

ては、多くの文献があるのでそれらを参考にしてほしい。  

 

8. 微量ミネラル 

 健康促進のための栄養素を供給する新たな乳製品としての期待がある。乳には主要ある

いは微量栄養素が含まれ、250ml 摂取することで大人が一日に必要とする量を補うことが

できる。そのため、乳および乳製品に含まれる栄養素をヒトの要求量に従い強化する検討

が行なわれている。乳成分を操作する手法としては第一胃内微生物、遺伝および飼料給与

面での対応がある。特に乳中のセレン、ヨウ素、鉄、コバルト、葉酸およびカルシウム濃

度を高めることが望ましいと考えられている（Knowles ら 2006）。乳への移行可能な程度

は、動物の栄養状態、処理、乳腺組織での乳への移行能などにより影響を受けるが、銅、

マンガン、亜鉛は採食量による影響が大きい。一方、セレンやヨウ素は消化管の細胞膜を

透過し易いことが知られている。飼料への添加による乳への移行の応答性は、セレン～ヨ

ウ素＞亜鉛～銅＞カルシウム～鉄＞マンガンと考えられている（Knowles ら 2006）。微量ミ

ネラルの強化は牛乳の差別化の一方策と考えられるかも知れない。  

 

9. おわりに 

 本稿では飼料作物を中心に栄養評価に関する分析法を記載した。牛の飼料設計の基礎と

なる栄養成分の分析に加えて、ルーメン性状の安定や家畜の健康に繋がる機能成分など分

析が果たす役割は多様で拡大すると考えられる。飼料作物の高度利用を図るためには、含

有する機能性成分などを検出し、それを最大活用できる給与技術の開発が求められる。そ

のためには、分析分野と家畜飼養分野との更なる連携強化が必要である。  
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「畜草２号」の添加効果と今後の展望 

 

広島県立総合技術研究所畜産技術センター  

飼養技術研究部 河野幸雄  

 

１．はじめに 

 広島総技研畜技センターでは、西日本農業研究センター（旧近畿中国四国農研センター）

との共同研究において、極短穂系 WCS（ホールクロップサイレージ）用イネ品種の先駆け

である「たちすずか」のサイレージ収穫調製から家畜への給与に関する研究に取り組んで

きた。これらの研究により、極短穂系品種は糖含量が多く、繊維の消化率が高く、刈遅れ

による品質低下を生じにくいため収穫適期が長いなど、従来品種と大きく異なる特長を持

つことが明らかになり、広島県内では極短穂系品種が急速に普及し、現在はほぼ 100%が

本品種に転換している。このように劇的な品種転換に対し、農家現場における WCS の生

産、収穫調製、給与の各場面で技術支援を行い、一方で WCS の周年利用や、立毛貯蔵に

よる和牛肥育牛用の WCS 生産、バンカーサイロによる WCS 調製など、極短穂系品種の特

性を活かした利用方法の検討を行ってきた。ここでは，これらの取り組みを通して、極短

穂系品種の WCS 調製に適した乳酸菌製剤について検討した内容を紹介する。  

 

２．WCS 調製における極短穂系イネの特徴 

 極短穂系品種の特徴の中で、サイレージ発酵に最も関係するのは糖含量が多いことであ

る。極短穂系品種では乾物ベースにおける全草中の糖含量は 10%を超え、15%に至る場合

もあり，従来品種の２～７倍にあたる。極短穂系品種の植物体に含まれる糖は主にスクロ

ース、グルコース及びフルクトースの３種類で構成され、そのうち大部分をスクロースが

占める。これらは何れも WCS 用の乳酸菌の栄養源になり得る糖であり、サイレージ発酵

に寄与する。「たちすずか」の開発初期に実施した実験規模のガラス瓶サイロ、その後に実

施した実規模のロールラップサイロの何れにおいても、極短穂系品種の WCS は、従来品

種「クサノホシ」と比較してサイレージの pH が低く、乳酸の生成量が多くなることが明

らかとなった。農家現場に普及拡大した後に実施したフィールド調査においても同様の結

果が得られた（表１）。また、開発当初には、極短穂系品種は糖含量が多いため酵母による

アルコール発酵の増進によりエタノー

ル含量が高まることを懸念する声も聞

かれたが、実際には従来品種と違いは

なく問題にならなかった。このように、

極短穂系品種は糖含量が多いためサイ

レージ調製に有利であり、良質な WCS

を調製することができる。  
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３．WCS の保管中におけるカビの発生に対する「畜草２号」の添加効果 

極短穂系品種は良質な WCS 調製に有利な品種である。しか

し，pH や発酵産物を指標とする発酵品質は良好であるのに、カ

ビが多発する事例が発生した（図１）。カビ発生の問題が最も顕

在化したのは、和牛肥育牛用としてβ－カロテン含量を低下さ

せるため、冬（11 月末から 12 月）まで立毛貯蔵した後に収穫

調製したロールラップサイロであった。このケースにおけるカ

ビの発生状況は、①「およそ収穫翌年の５月から発生」し、②

「ロール内部の不特定箇所にピンポン玉大から拳大のコロニー

を形成」し、③「夏以降はコロニーが拡大することはない」、な

ど、一般的にみられるカビの発生状況と異なる特徴が見られた。

廃棄率は数%程度の場合が多く、被害の程度は必ずしも大きく

ないが、カビの発生個所がロール内部に散在するため取り除く

作業に時間を要する点が利用者の悩みとなった。また、この現

象は、冬季収穫の WCS だけでなく、極稀に秋収穫の WCS にお

いても多発するケースもあった。一般的にロールラップサイロ

におけるカビ発生はロール外周部のラップフィルムに接触する

部位に多く見られ、原因はフィルムの気密性不良である場合が多い。しかし、我々が遭遇

した特異なカビの場合、原料草の履歴、pH などの発酵品質、詰込み密度、ラップフィルム

の質や巻き数の何れにも問題がなく、当初は原因の特定が困難であった。改めて、問題と

なるカビの発生状況を整理して考える中で、特に冬季収穫の WCS に多発する点に着目し、

内在するカビの発生機序を次のように推察した。  

① 「冬季は環境温度が低いため乳酸菌もカビも休眠状態となり増殖しにくい。」  

② 「冬季に収穫した WCS は気温が上昇する春まで発酵が進まない。」  

③ 「春の気温上昇とともに乳酸菌もカビも活動を開始し競合する。」  

④ 「サイロ内でカビが優勢となった箇所にカビのコロニーが現れる。」  

⑤ 「カビは周囲の乳酸菌が優勢となり抗菌力が整った場所には拡大できない。」  

 実際に、冬季収穫した WCS を定期的に開封して、発酵品質を調査した結果、収穫調製

後の pH の低下は緩やかで発酵速度が遅いことが確認された。このことから、問題となる

内在性のカビの発生を防ぐためには、生育適温がカビよりも低い乳酸菌が必要であると考

えた。このことが低温域でも生育可能な「畜草２号」に着目した最初のきっかけとなった。

平成 25 年度に無添加 WCS と「畜草２号」添加 WCS の比較を実施した結果、春以降に開

封した WCS の無添加区と添加区の pH は 3.96 と 3.94 で同様な値であったが、春以前に開

封した WCS の pH は 4.55 と 4.16 となり、低温に強い「畜草２号」の添加効果が認められ

た。さらに、カビの発生率も無添加 WCS は 4%台であったのに対し添加区は 1%未満に改

善し、「畜草２号」によるカビの抑制効果も認められた。  
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４．サイロ開封後の好気的変敗に対する「畜草２号」の添加効果 

 極短穂系品種のイネ WCS を利用する農家で問題視されたもう一つの課題は、ロールラ

ップサイロを開封した後の変敗であった。サイロから取出したサイレージが外気に晒され

るとサイレージに潜在する酵母などの真菌類が急激に増殖し、乳酸や揮発性脂肪酸などを

消費し発熱する。これは，好気的変敗と呼ばれるサイレージ全般に生じ得る現象であり珍

しいものではない。しかし、イネ WCS の利用者からは、従来品種よりも極短穂系品種の

ほうが，好気的変敗が発生する程度（発熱するまでの時間の短さや発熱の度合い）が大き

いという意見が聞かれた。特に、小規模な和牛繁殖農家では 1 つのロールラップサイロが

数日分の給与量に相当するため、好気的変敗は大きな問題である。この点について従来品

種との比較試験などによる詳細な検討を行っていないため推測の域を出ないが、極短穂系

品種の WCS には真菌類の栄養源となる乳酸などの発酵産物や残存糖が多く含まれるため、

好気的変敗が生じやすいのかもしれない。  

この課題に対し、WCS の保管中のカビ発生の抑制に効果があった「畜草２号」の添加効

果を検証した。その結果、「畜草２号」はサイロ開封後の発熱を強力に抑制し、開封後 5

日目においても pH や乳酸などの発酵産物の

含有量は開封時と同等の水準を維持するなど、

好気的変敗に対しても強力な抑制効果をもつ

ことが明らかになった（図２、表２）。  

また、この時にサイレージ中の微生物の状

況を調査した結果、供試したサイレージの開

封時における酵母の個体数が、「畜草２号」添

加区では無添加区の約 1000分の 1に抑えられ

ていることが明らかになった。これらのこと

から、「畜草２号」添加区で観察された好気的

変敗の抑制効果は、「畜草２号」の真菌類に対

する抗菌力が有効に働き、開封時に生存する

酵母の数が大幅に抑制されたことによるもの

と考えられる。  
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５．「畜草２号」添加 WCS を混合したフレッシュ TMR の変敗抑制 

 混合調製した TMR をそのまま当日中に給与する形態であるフレッシュ TMR は、混合調製

後に一定期間乳酸発酵させる発酵 TMR と区別される。フレッシュ TMR は、発酵 TMR と比較

して発熱を伴う変敗を生じやすい短所があり、特に気温の高い夏季において、当日の朝に

給与した TMR が夕方には飼槽の中で発熱していることも珍しくない。フレッシュ TMR の発

熱は栄養価の低下や、嗜好性の悪化による飼料摂取量低下の原因になり、生産性を低下さ

せるため、農家現場でしばしば問題となる。このため、フレッシュ TMR 体系の農家では、1

日 2 回、朝夕に TMR を調製せざるを得ず、調製作業の負担が大きい。 

これまでの調査において、イネ WCS を粗飼料として利用するフレッシュ TMR 体系の農家

も多く存在し、最も多くイネ WCS を利用している農家では、フレッシュ TMR に 23%（乾物

ﾍﾞｰｽ）の極短穂系品種のイネ WCS を混合している。前節に述べたように「畜草２号」は WCS

単体において、開封後の好気的変敗を強力に抑制する効果を有していることから、フレッ

シュ TMR に混合するイネ WCS に、「畜草２号」を添加

したものを用いて、変敗（発熱）に対する「畜草２

号」の効果を複数年に渡り検証した。その結果、「畜

草２号」を添加した WCS を原料として用いたフレッ

シュ TMR は、乳酸菌を添加していない WCS や、他の

乳酸菌を添加して調製した WCS を用いた TMR よりも

顕著に発熱が抑制され、外気温 25℃で 5 日間空気に

晒した状態でもほとんど発熱しない結果も得られた

（図３）。これらの結果は、「畜草２号」を添加して

調製した WCS に含まれていた抗菌力のある発酵産物

によるものと考えられる。 

 

６．極短穂系イネ WCS のバンカーサイロ調製における「畜草２号」の添加効果 

 比較的規模の大きい畜産農家でサイレージを利用する場合には、建設費用が安価で、機

械力を用いて容易に詰込み・踏圧・取出しができ、必要な消耗資材やコストが少なくてす

むバンカーサイロの利用が有効である。しかし、バンカーサイロはロールラップサイロと

比較して、気密性が低いことや、開封後の取出し期間が長いためサイレージ品質の低下を

招きやすい点に注意が必要である。このため、詰込み時に適切な踏圧作業を行い、詰込み

密度を十分に高めることが重要である。しかし、イネの場合は茎部が強固な中空構造であ

るため詰込み密度を高くすることが難しいことや、原料草の糖含量が少なくサイレージ発

酵が進みにくいことから、イネ WCS をバンカーサイロで調製することは困難とされてき

た。今回、この問題を解決するために、高糖分である極短穂系イネ品種の活用、微細断収

穫技術による詰込み密度の向上、さらに「畜草２号」の添加によるカビ発生および好気的
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変敗抑制の効果を組合せ、イネ WCS のバンカーサ

イロ調製の可能性について検討した。試験では、「畜

草２号」添加区と無添加区を設け、バンカーサイロ

の開封は調製翌年の 9 月に実施し、開封時から約１

か月間、毎日 20cm ずつ取出しを行い、その間の品温変化等を調査した。結果は、開封時

には添加区も無添加区も発酵品質は良好であった（表３）。しかし、開封後日数の経過とと

もに無添加区では開封後 7 日目頃から品温が徐々に上昇し、3 週間後には場所によっては

40℃を超え品質が著しく低下し大量に廃棄せざるを得ない状況となった。これに対し、「畜

草２号」添加区では品温の上昇は認められず、品質を維持したまま最後まで取出すことが

できた（図４）。  

 

７．おわりに 

 優れた飼料特性をもつ極短穂系品種は，「たちすずか」「たちあやか」に続き，新たに縞

葉枯れ病抵抗性を持つ「つきすずか」が登録され，今後さらに全国のイネ WCS 生産現場

への普及拡大が見込まれる。今回開発された「畜草２号」は，WCS の周年利用やバンカー

サイロ調製をはじめとする，極短穂系イネ WCS の高度利用に大きく貢献することが期待

される。  

本稿で紹介した研究結果は、農研機構畜産研究部門および雪印種苗株式会社との共同研

究により得られた。卓越した技術と見識により自給飼料利用の発展に貢献されている両機

関の担当者の皆さんと共に「畜草２号」の開発に携わらせて戴いたことに深く感謝したい。  
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